
（平成２３年２月９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 24 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 19 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 35 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 25 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



埼玉国民年金 事案 4019 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年 10 月から 55 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 54 年 10 月から 55 年３月まで 

    私は、平成 20 年６月頃、Ａ社会保険事務所（当時）に行って年金の

受給権や年金額のことなどを相談し教えてもらった。国民年金保険料に

ついては、余り知識が無く、ねんきん特別便が来て未納期間があること

が分かった。申立期間の保険料は、Ｂ市役所かＣ出張所に行って納付し

た記憶がある。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の国民年金被保険者の国民

年金手帳記号番号払出日から申立期間中の昭和 55 年２月 26 日に払い出さ

れたことが推認でき、申立人の国民年金保険料が申立期間以降 31 年に渡

って未納は無く、申立期間の保険料が現年度納付可能であるにもかかわら

ず、６か月間と短期間である申立期間の保険料が未納となっているのは不

自然である。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を３か月ごとの納付書によ

り一括してＢ市役所かＣ出張所で納付したと主張しているところ、Ａ市役

所では、１枚の納付書で３か月ごとに納付できる形式のものとなっており、

同市役所及びＣ出張所で現年度の保険料を収納していたとしており、同市

役所かＣ出張所の窓口で納付したとする申立人の主張に信 憑
ぴょう

性が認めら

れる。 

   さらに、申立人の国民年金保険料について、Ｂ市の保険料徴収整理簿で

は、申立期間及び昭和 55 年度４半期の保険料は未納になっているところ、

同市の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録では、申立期間のみが未



納となっているなど、行政機関側の記録管理に齟齬
そ ご

が見られる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

   



埼玉国民年金 事案 4024 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年７月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年７月から 53 年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 52 年＊月頃、母に国民年金に加入するよう勧

められ、母が国民年金の加入手続をして国民年金保険料を納付していた。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、20 歳になった昭和 52

年＊月頃にその母が国民年金の加入手続をして国民年金保険料を納付して

いたとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号

前後の被保険者の資格取得時期から 53 年５月頃に払い出されたものと推

認され、その時点では、申立期間は遡って保険料を納付することが可能な

期間であり、申立人が、９か月と短期間である申立期間の国民年金保険料

を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

また、申立人は、申立期間以外に未納期間は無く、申立人の保険料を納

付したとするその母も申立期間については 60 歳になった昭和 52 年＊月ま

で納付済みとなっており、国民年金保険料の納付意識は高かったと認めら

れる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



埼玉国民年金 事案 4027 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年１月から同年３月までの期間及び 48 年１月から同年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年１月から同年３月まで 

           ② 昭和 48 年１月から同年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 44 年＊月に、父がＡ町役場で国民年金の加入

手続をし、保険料を納付してくれていた。 

また、昭和 47 年 12 月に結婚し、Ｂ市役所で私が国民年金の手続をし、

保険料は納付書によりＣ銀行（現在は、Ｄ銀行）又はＥ組合で私が納付

していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、20 歳になった昭和 44 年＊月に、そ

の父がＡ町役場で国民年金の加入手続をし、保険料を納付してくれてい

たとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号

前後の被保険者の資格取得時期から、その申述のとおり 44 年＊月頃に

払い出されたと推認され、このことから、当該期間は保険料を納付する

ことが可能な期間であるとともに、オンライン記録によると、申立人の

分と一緒に国民年金保険料を納付していたとするその父、母及び兄の保

険料は納付済みとなっており、３か月と短期間である当該期間の保険料

が未納となっているのは不自然である。 

 

２ 申立期間②について、申立人の所持する国民年金手帳から、申立人は、

結婚による氏名変更手続及び住所変更手続を的確に実施していることが

確認できる上、オンライン記録によると、当該期間前後の国民年金保険



料は現年度納付済みであることから、３か月と短期間である当該期間の

保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



埼玉国民年金 事案 4029 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年４月から同年 12 月まで 

申立期間の国民年金については、元妻が夫婦二人分の保険料納付をし

てくれたはずである。私は、申立期間である昭和 55 年頃に有限会社を

経営していたが、この頃は会社の経営状態がとても良く、株式会社の買

収を計画し、翌年に当該株式会社を買収している。このように会社の経

営状態が良いときに、国民年金保険料を納付できないはずはなく、申立

期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時の会社の経営状態はとても良かったので、申立

期間の国民年金保険料を納付できないはずはないとしているところ、オン

ライン記録では、申立人は、昭和 45 年７月から申立期間の直前まで納付

済みとなっている上、申立人が９か月と短期間である申立期間の保険料を

納付できなかった特段の事情は認められない。  

また、申立人は、申立人の元妻が国民年金の加入手続及び保険料納付を

してくれたはずであるとしているところ、申立人及びその元妻の国民年金

手帳記号番号は夫婦連番で払い出されており、その元妻の保険料は、申立

期間は納付済みとなっている。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



埼玉国民年金 事案 4030 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年４月から 52 年３月まで 

申立期間の国民年金については、申立人である妻がＡ町役場（現在は、

Ｂ市役所）で加入手続をし、保険料については、その妻が加入手続時に

遡って納付したか、納税組合の徴収員に納付したはずであり、申立期間

の保険料が未納となっていることに納得できない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の夫が、申立人の納付記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金について、Ａ町役場で加入手続を行い、

保険料は加入手続時に遡って納付したか、納税組合の徴収員に納付したは

ずであるとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該手帳

記号番号前後の被保険者の資格取得時期から昭和 52 年６月頃に払い出さ

れたと推認され、その時点では、申立期間の保険料を納付することが可能

であり、申立人が 24 か月間と比較的短期間である申立期間の保険料を納

付できなかった特段の事情は見当たらない。  

また、申立人は、申立期間以外の国民年金保険料を全て納付しており、

納付意識は高かったと認められる。 

さらに、申立人が国民年金保険料を一緒に納付していたとするその夫の

納付記録は、申立期間を含め全ての期間が納付済みとなっている。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4967 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたと認められることから、申立人の標準賞与額に係る記録を、申立期

間①については 110 万円、申立期間②及び③については 150 万円とするこ

とが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 54 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成 18 年 12 月８日 

② 平成 19 年７月２日 

③ 平成 19 年 12 月 10 日 

    株式会社Ａから申立期間に賞与が支給され、厚生年金保険料も控除さ

れているが、当該賞与に係る記録が無いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人提出の賞与支給明細書から、申立期間①は標準賞与額 110 万円、

申立期間②及び③は標準賞与額 150 万円（申立期間②当時の厚生年金保険

法の標準賞与額の上限額は 150 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人の申立期間①から③までに係る厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、申立期間に係る賞

与支払届を提出し、保険料も納付したとしているが、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4968 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、28 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年 10 月１日から 12 年４月１日まで 

    株式会社Ａに勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が

14 万 2,000 円と低くなっているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の給与明細書（平成 11 年 10 月から 12 年３月までの期間）

により、申立人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額（28

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められる。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、当該事業所は申立てに係る関連資料が保存されておらず不明と

しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情も見

当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4970 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の有限会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、平

成６年 12 月 20 日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に

係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、平成６年５月から同年

９月までの期間は 16 万円、同年 10 月及び同年 11 月は 17 万円とすること

が妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ： 

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年５月 31 日から７年８月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を見ると、有限会社Ａの資格喪失日が平成６

年５月 31 日になっている。当時の預金通帳を確認したら、最終的に、

７年８月 31 日に同社から現金で給与を受け取り、預金に入金した記録

がある。申立期間も同社に勤務し、厚生年金保険料も控除されていたと

思うので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録から、申立人は、申立期間において有限会社Ａ

に勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、有限会社Ａが厚生年金保険の適用事業

所でなくなった平成６年５月 31 日（21 年１月 23 日に、６年５月 31 日の

適用事業所でなくなった日を取り消して、現在は６年 12 月 20 日となって

いる。）以降の同年 12 月 20 日に、同年 10 月１日の標準報酬月額の定時

決定を取り消した上で、同年５月 31 日に被保険者資格を喪失した処理を

行っている。 

また、オンライン記録によると、申立人以外の 11 人についても、申立

人と同様に、標準報酬月額の定時決定（うち１人は随時改定）を取り消し

た上で、平成６年５月 31 日に被保険者資格を喪失した旨の処理が同年 12

月 20 日に行われている。 



                      

  

しかし、申立人及び上記の 11 人の平成６年 10 月の定時決定（うち１人

は随時改定）の取消し及び同年５月 31 日に被保険者資格を喪失した旨の

処理を、同年 12 月 20 日に行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人の有限会社Ａにおける厚生年金保

険の資格喪失処理に係る記録は有効なものとは認められず、申立人の資格

喪失日は、当該資格喪失処理が行われた日である平成６年 12 月 20 日とす

ることが妥当である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、資格喪失処理前のオンライ

ン記録から、平成６年５月から同年９月までの期間は 16 万円、同年 10 月

の定時決定の記録から、同年 10 月及び同年 11 月は 17 万円とすることが

妥当である。 

他方、申立期間のうち、平成６年 12 月 20 日から７年８月１日までの期

間については、雇用保険の被保険者記録から、有限会社Ａに勤務していた

ことは認められるものの、有限会社Ａは上述のとおり、６年５月 31 日に

厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事業主の所在も不明で申立

内容について確認できない上、同僚からも申立人の当該期間の保険料の事

業主による給与からの控除について供述を得られない。 

また、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の給与からの控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集してきた関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間の厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4971 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額については、平成

６年７月から同年９月までは 44 万円、同年 10 月から７年４月までは 41

万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年７月１日から７年４月 30 日まで 

    Ａ株式会社に勤務した期間のうち、平成６年７月から７年４月までの

標準報酬月額が引き下げられている。申立期間についても、給与額に変

更は無かったと思うので、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間の標準報酬月額は、平成７

年３月１日に、６年 10 月の定時決定を取り消した上で、申立期間のうち、

同年７月から同年９月までの期間については 44 万円から 15 万円に、同年

10 月から７年３月までの期間については 41 万円から 15 万円に遡及して

訂正されており、その結果、同年４月の標準報酬月額は 41 万円から 15 万

円となっていることが確認できる。 

   また、申立人から提出された申立期間直前の平成６年６月分並びに申立

期間内の同年７月分及び同年 10 月分から同年 12 月分までの期間の給与明

細書によれば、給与の総支給額は各月分とも全て 41 万 3,000 円となって

いるとともに、同年７月の厚生年金保険料は、訂正前の標準報酬月額に相

当する額となっている上、他の月も訂正後の標準報酬月額を上回っている

ことが確認できる。 

   さらに、オンライン記録によれば、Ａ株式会社の元取締役の標準報酬月

額は、申立人と同日の平成７年３月１日に、６年 10 月の定時決定を取り

消した上で、同年７月から７年３月までの期間について 53 万円から 20 万

円に遡及して訂正されていることが確認できる。 



                      

  

   加えて、Ａ株式会社の元役員は、当時同社の経営状況が悪くなりつつあ

り、社会保険料の滞納があったかもしれないとしている。 

   これらを総合的に判断すると、平成７年３月１日付けで行われた遡及訂

正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所（当時）が行っ

た当該遡及訂正処理に合理的な理由は無く、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額について有効な記録訂正があったとは認められない。このため、

当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の６年７月から７年

４月までの期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届

け出た標準報酬月額の記録から、６年７月から同年９月までの期間につい

ては 44 万円、同年 10 月から７年４月までの期間については 41 万円とす

ることが必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4973 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円、賞与支払日を平成 16

年９月 30 日と訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年９月 30 日 

ねんきん特別便で、株式会社Ａに勤めていた平成 16 年 10 月の標準賞

与額が 51 万 9,000 円と記録されていたが、賞与支給額は 519 万 6,500

円なので、正しい標準賞与額は上限額の 150 万円である。厚生年金保険

料の控除は 150 万円の標準賞与額でなされており、賞与明細書もあるの

で記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された給与台帳により、申立人は、申立期間におい

て、賞与額 519 万 6,500 円の支払を受け、標準賞与額 150 万円に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、事業主提出の厚生年金保険料増減内訳書によると、申立人の申立

期間における賞与支払日は、平成 16 年 10 月１日として記録されているが、

当該事業所に係る給与台帳において同年９月分として処理されていること、

及びＢ銀行Ｃ支店の振込依頼票の賞与振込日（16 年９月 30 日）から、同

年９月 30 日とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、誤って標準賞与額を 51 万 9,000 円として届出を行ったことを

認めていることから、事業主が 51 万 9,000 円を標準賞与額として社会保



                      

  

険事務所（当時）に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張す

る標準賞与額に見合う厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4978 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平

成 15 年１月から 16 年４月までを 50 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13 年７月 11 日から 16 年７月 31 日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、有限会社Ａに営業担当として再

度勤務をした申立期間の標準報酬月額が、自分が所持する源泉徴収票等

と比べて低額であるので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成 15 年１月から同年３月までの期間に係る標準

報酬月額について、当該事業所の顧問税理士事務所が保管する申立人に

係る所得税源泉徴収簿（以下「源泉徴収簿」という。）では、15 年１

月分から同年３月分までの月額給与の各月の支給額は 50 万円であるが、

事業主は、14 年８月分からの支給額 80 万円に見合う厚生年金保険料を

控除していることが確認できる。 

  また、申立期間のうち、平成 15 年４月から 16 年４月までについて、

源泉徴収簿では、当該月の月額給与の支給額は 50 万円であるが、事業

主は、当該額に見合う厚生年金保険料を控除していることが確認できる。 

  一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる申

立人の報酬月額及び保険料控除額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 



                      

  

  したがって、平成 15 年１月から 16 年４月までに係る標準報酬月額に

ついては、源泉徴収簿において確認できる保険料控除額から判断すると、

50 万円に訂正することが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主に照会したものの回答が得られないが、これを確認

できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、源泉徴収簿で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬

月額の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行っ

たとは認められない。 

 

２ 申立期間のうち、平成 13 年７月から 14 年７月までの標準報酬月額に

ついて、源泉徴収簿では、13 年７月分から 14 年７月分までの月額給与

の各月の支給額は 34 万 9,000 円であり、オンライン記録及び雇用保険

の資格取得時賃金見込額と一致している。 

  また、申立期間のうち、平成 14 年８月から同年 12 月までの標準報酬

月額について、源泉徴収簿では、月額給与の各月の支給額は 80 万円に

増額されているものの、事業主は、従前の 34 万円に見合う同保険料を

控除している。 

  さらに、申立期間のうち、平成 16 年５月及び同年６月に係る標準報

酬月額について、上記税理士事務所が保管する申立人に係る賃金台帳及

び源泉徴収簿では、有限会社Ａによる給与の支給が無く、同年４月 30

日付けで支給された月額給与が最終のものとされており、申立人が当該

事業所において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

控除されたことを確認することはできない。 

  このほか、申立期間のうち、平成 13 年７月から 14 年 12 月までの期

間、16 年５月及び同年６月について、申立てに係る事実を確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間のうち、平成 13 年７月から 14 年 12 月までの期間、16 年５月

及び同年６月について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4979 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立期間①について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標

準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額（22 万円）であったと

認められることから、当該期間の標準報酬月額を 22 万円に訂正するこ

とが必要である。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていることが認められ

ることから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、22 万

円に訂正することが必要である。 

  なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年３月１日から６年 10 月１日まで 

             ② 平成６年 10 月１日から７年 12 月 16 日まで 

    ねんきん定期便によると、株式会社Ａに勤務した期間のうち、申立期

間における厚生年金保険の標準報酬月額が８万円及び９万 2,000 円とな

っており、当時の給与と比較し半額以下である。実際に支払われた給与

と相違しているので、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、株式会社Ａにおける申立人に係るオンライン

記録によると、当初、平成５年３月から同年 11 月までの期間の標準報

酬月額は 22 万円と記録されていたものが、同年 11 月４日付けで同年３

月１日に遡及して標準報酬月額に係る同年 10 月の定時決定の記録を取



                      

  

り消し、同年３月から同年 11 月までの期間の標準報酬月額が８万円に

引き下げられていることが確認できる。 

また、当該事業所において、平成５年３月１日現在で厚生年金保険被

保険者資格が確認できる同僚 35 人（申立人を含む）を調査したところ、

全員が同日から標準報酬月額が随時改定により８万円（当時の下限額）

に改定されていることが確認できる。 

さらに、株式会社Ａにおける申立期間①当時の元事業主は、「経営を

任せていた当時の専務から、会社の経営が厳しいため、社会保険の加入

を止めようとしたが、社会保険事務所の職員から、最低の標準報酬月額

で加入を継続し、事業が復活したら正常にすればよいと勧められたため、

意図的に標準報酬月額を低くする届出を行った。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、平成５年 11 月４日付けで行われた遡

及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において

申立人に係る５年３月に遡及して標準報酬月額の減額処理を行う合理的

な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められない。このため、

当該訂正処理の結果として記録されている申立人の同年３月から６年９

月までの期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届

け出た記録から、22 万円に訂正することが必要と認められる。 

 

２ 申立期間②については、平成６年 10 月から７年 11 月までの期間に係

る標準報酬月額について、申立人と同様に標準報酬月額が引き下げられ

ている同僚が所持する給与明細書によれば、５年３月から８年 12 月ま

で毎月 34 万円から 38 万円の給与が支給され、総支給額に見合う標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料が控除されていることが確認できるほか、

ほかの同僚についても、５年１月から９年 12 月までの給与振込みの預

金通帳、９年の給与明細書は所持しており、毎月 20 万円から 26 万円の

給与が支給され、総支給額に見合う標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料が控除されていることが確認できる。なお、５年 10 月当初の定時決

定の際、申立人は 22 万円であるが、当該同僚は 20 万円と記録されてお

り、６年 10 月以降については、全て同額（８万 6,000 円、９万 2,000

円）の標準報酬月額となっている。 

また、申立人が所持する平成７年 10 月及び同年 11 月の預金通帳によ

る給与振込額、平成７年度市民税・県民税納税通知書兼領収証書及び雇

用保険受給資格者証における賃金日額から判断すると、申立期間②につ

いて、標準報酬月額（22 万円）に相当する額が支給されていたことが

推認できる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②において、その

主張する標準報酬月額（22 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、給与支払明細書において確認できる厚生年金保険料控除額に

見合う標準報酬月額とオンライン記録上の標準報酬月額が長期にわたり

一致していないことから、事業主は、申立人が申立期間②において控除

されていたと認められる保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出て

おらず、その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該申立期

間②に係る保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4983 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）における厚生年金保険被保

険者資格の取得日は、昭和 17 年６月１日であると認められることから、

申立期間に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、30 円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17 年６月１日から 19 年４月１日まで 

 60 歳到達前に社会保険事務所（当時）に、厚生年金保険の被保険者

記録について照会すると、昭和 62 年＊月＊日付けでＣ社会保険事務所

長（当時）からの「厚生年金保険被保険者資格について（回答）」とい

う回答書をもらった。 

この回答書には、Ａ株式会社の勤務期間のうち、申立期間を含む「昭

和 17 年６月１日から 19 年８月１日までの期間は被保険者期間です。」

と記載されていることから、60 歳到達後に年金請求をしたところ、申

立期間については記録が無いと言われた。 

一緒にＡ株式会社に入社した小学校の同級生が申立期間当時の厚生年

金を受給していることを知り、社会保険事務所に「回答書」を持参した

が、その際も申立期間の記録は確認できないと言われた。 

Ｃ社会保険事務所長名の回答書は、申立期間を被保険者期間と認めて

いることから、納得できないので、調査して被保険者記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の申立期間について、Ａ株式会社の事業主は、「保管する人事記

録により、申立人が昭和 17 年４月１日に入社、同年６月１日から給仕と

して本採用となり、継続して勤務していた。」と供述している。 

また、申立人は、60 歳到達前に社会保険事務所において、厚生年金保



                      

  

険の被保険者記録を照会した際に、Ｃ社会保険事務所長が昭和 62 年＊月

＊日付けで発行した申立期間を含む「17 年６月１日から 19 年８月１日ま

での期間が厚生年金保険被保険者期間です。」と記載された「厚生年金保

険被保険者資格期間について（回答）」を保管している。 

さらに、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人が同社に一緒に入社したとする同僚の資格取得日は、昭和 17 年６

月１日となっている。 

加えて、上記Ｃ社会保険事務所長の回答書について、日本年金機構Ｄ事

務センターは「上記回答の原義は廃棄されており、また、当時の回答を行

った職員も確認できない。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 17 年６月１日に厚生年金

保険被保険者資格を取得した旨の届出を事業主が社会保険事務所に行った

ことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額は、申立人のＡ株式会社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿の記録から、30 円（第３等級）とすることが

妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案4984 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間④のうち平成元年４月及び同年５月について、その

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る

記録を、同年４月及び同年５月については47万円に訂正することが必要で

ある。 

   なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料(訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。)を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和58年11月１日から59年６月27日まで 

             ② 昭和60年３月14日から同年６月21日まで 

             ③ 昭和60年10月21日から63年３月１日まで 

             ④ 昭和63年３月１日から平成４年１月１日まで 

昭和58年にＡ株式会社に入社してから、Ｂ株式会社、株式会社Ｃを経

て株式会社Ｃの子会社であるＤ株式会社を平成４年に退社するまでの間

の標準報酬月額が、給与支払明細書のものと違っている。調べて厚生年

金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

申立期間④のうち平成元年４月及び同年５月については、申立人が保管



                      

  

するＤ株式会社の給与明細書により、申立人が当該期間において、オンラ

イン記録により確認できる標準報酬月額26万円を超える報酬月額47万円の

支払を受け、標準報酬月額47万円に見合う厚生年金保険料２万9,140円を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、当該給

与明細書において確認できる報酬月額及び保険料控除額から、47万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、元事業主は履行したと回答しているが、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額

の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは

認められない。 

   一方、申立期間①、②、③並びに申立期間④のうち昭和63年３月から平

成元年３月までの期間及び同年６月から３年12月までの期間については、

当該期間に係る給与明細書において確認できる報酬月額及び保険料控除額

に見合う標準報酬月額が、オンライン記録における標準報酬月額を超えな

いことから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは

行わない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4986 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資

格喪失日に係る記録を昭和60年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額に係る記録を32万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年８月 31 日から同年９月１日まで 

        Ａ株式会社及びＣ株式会社（現在は、Ａ株式会社）には継続して勤務

していたが、昭和 60 年８月の厚生年金保険の被保険者記録が無い。同

年８月を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社から提出された申立人の社員台帳、同社への照会に対する回

答及び雇用保険の記録から判断すると、申立人は、Ａ株式会社Ｂ工場及び

Ｃ株式会社に継続して勤務し（昭和 60 年９月１日にＡ株式会社Ｂ工場か

らＣ株式会社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ工場

に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票における昭和 60 年８月の月額

変更の記録から、32 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資格喪失の届出を社会保険

事務所（当時）に対して誤って提出し、申立期間に係る厚生年金保険料に

ついても納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は申

立人に係る申立期間の保険料の納入告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4987 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主は、申立人が昭和 40 年２月 11 日に厚生年金保険被保険者の資

格を取得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認め

られ、かつ、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者の資格喪

失日は、41 年１月１日であったと認められることから、申立人の厚生年

金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

 なお、申立期間のうち、昭和 40 年２月から同年 12 月までの期間の標

準報酬月額については、同年２月から同年９月までは１万 2,000 円、同年

10 月から同年 12 月までは２万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年２月 11 日から 41 年９月まで 

  私は、Ａ株式会社で昭和 40 年２月から 41 年９月まで勤務していたが、

年金事務所に確認してもらったところ、厚生年金保険の資格取得日は分

かるが、資格喪失日が分からないと言われた。資格喪失日を調査の上、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿において、資格喪失日の記載は

無いものの、資格取得日が昭和 40 年２月 11 日となっている申立人と同姓

同名、かつ、同一生年月日で、基礎年金番号に未統合の厚生年金保険被保

険者記録が確認できるところ、当該記録はオンライン記録においても確認

できる。 

   また、申立人は、Ａ株式会社では、社員寮に入っていたとしており、一

緒に寮に住んでいた同僚３人の名前（うち二人については、フルネームを

記憶している。）を記憶しており、フルネームが分かる二人については同

社での被保険者期間が確認できる上、同僚照会を行い回答があった二人か

ら申立人がＡ株式会社に勤務していたとの供述があることから、当該未統



                      

  

合となっている被保険者記録は申立人に係る記録であると認められる。 

   さらに、同名簿では、当該事業所が昭和 40 年９月２日に同年 10 月の定

時決定の届出を行った記録が確認できる上、申立期間の標準報酬月額が１

万 2,000 円から２万円に改定されていることが確認できる。 

加えて、同名簿で、申立人が資格を取得したページとその前後５ページ

で昭和 40 年 10 月に標準報酬月額が定時決定されている記録がある同僚

45 人のうち、41 人が 41 年１月１日に資格を喪失していることが確認でき、

同僚照会においても、41 年１月１日はＡ株式会社からＢ株式会社へ社名

変更があり、全員が資格を喪失したと思うと供述していることから、資格

喪失日は同日であると推認できる。 

   一方、Ａ株式会社における申立人の申立期間のうち、昭和 41 年１月１

日から同年９月までの期間については、申立人の標準報酬月額の改定の記

録は、同名簿では 40 年 11 月以降は確認できない上、41 年４月１日から

書換えが行われた同社の事業所別被保険者名簿には申立人の氏名は見当た

らない。 

また、当該事業所は昭和 43 年１月１日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなり、申立期間当時の事業主の所在も不明であり、同僚からは 41

年１月１日から同年９月までに係る勤務実態及び保険料控除について、具

体的な供述を得ることができず、このほか、申立人の当該期間における厚

生年金保険料控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 40 年２月 11 日

に厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に対し

行ったことが認められ、かつ、申立人の申立てに係る事業所における同被

保険者資格喪失日は 41 年１月１日とすることが妥当である。 

   なお、申立期間のうち、昭和 40 年２月から同年 12 月までの期間に係る

標準報酬月額は、当該被保険者名簿において確認できる当該未統合記録に

おける標準報酬月額の記載から、同年２月から同年９月までは１万 2,000

円、同年 10 月から同年 12 月までは２万円とすることが妥当である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4988 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額を、平成６年４月から同年６月までは 50 万円、同年７月から同年

10 月までは 53 万円、同年 11 月から 10 年７月までは 56 万円に訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年４月１日から 10 年８月１日まで 

    私は、Ａ株式会社に昭和 60 年６月から平成 14 年９月まで勤務したが、

そのうち、６年４月から 10 年７月までの標準報酬月額が実際の給与支

給額（56 万円）より少ない９万 8,000 円になっているので、調査して

記録を訂正してほしい。なお、私は、同社ではＢ部長という肩書きで勤

務しており、頼まれて２年間だけ取締役に就任したが、形だけであり、

実質は役員としての業務は行っていない。申立期間当時、会社は資金繰

りに苦労しており、社会保険事務所の職員が来社して、保険料の納付を

促しており、さらに資金繰りが苦しくなってからは、全員、厚生年金保

険から国民年金に変えさせられたが、申立期間における自分の標準報酬

月額が引き下げられたのは知らなかった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の平成６年４月から９年９月までの期

間に係る標準報酬月額は、当初、６年４月から同年６月までは 50 万円、

同年７月から同年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から９年９月までは 56

万円と記録されていたが、同年９月 26 日付けで、いずれも９万 8,000 円

に訂正されていることが確認できる上、当該遡及訂正処理を行った日以降

の最初の定時決定（９年 10 月１日）で、申立期間の標準報酬月額は９万

8,000 円と記録されているものの、当該定時決定については、当初、９年



                      

  

８月 26 日付けで 56 万円と記録されていたところ、当該遡及訂正処理を行

った９年９月 26 日付けで当該定時決定の記録を取り消し、９万 8,000 円

に訂正されていることが確認できる。 

また、申立人のほか、４人についても同様の処理がなされており、社会

保険事務所において、このような記録訂正処理を行う合理的な理由は見当

たらない。 

さらに、Ａ株式会社の閉鎖登記簿謄本において、申立人は、平成６年４

月 15 日から８年４月 15 日までの期間は取締役であったが、当該訂正処理

が行われた９年９月 26 日には既に取締役を退任していることが確認でき

る上、申立人は、Ｂ部長としての業務に従事しており、経営等に関与した

ことは無いとしているところ、同社の経理を担当していたとする元同僚及

びほかの同僚の一人は、同社の重要事項の決定は全て当時の事業主及び前

事業主が行っていた旨の供述をしていることを踏まえると、申立人が当該

訂正処理に関与していた事情はうかがえない。 

   これらを総合的に判断すると、平成９年９月 26 日付けで行われた当該

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、有効な記録訂正があったとは

認められない。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初

届け出た記録から、６年４月から同年６月までは 50 万円、同年７月から

同年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から 10 年７月までは 56 万円に訂正

することが必要である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4996 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）における資格取得日は、昭

和 17 年６月１日、資格喪失日は、19 年２月１日であると認められ、かつ、

同社Ｃ工場における資格取得日は同年２月１日、資格喪失日は 20 年９月

５日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。     

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 17 年６月から同年７

月までは 30 円、同年８月から 18 年 12 月までは 40 円、19 年１月から同

年６月までは 50 円、同年７月から 20 年２月までは 60 円及び同年３月か

ら同年８月までは 70 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17 年６月１日から 20 年９月５日まで 

国民学校卒業と同時に学校からの推薦でＡ株式会社に応募し採用され、

Ｄ町及びＥ町の同社のＦ所に勤務した。終戦により、昭和 20 年９月に

退職したと記載したメモも所持していた。申立期間のＡ株式会社での被

保険者記録が無いので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が保管するＡ株式会社が発行した資料及び当時の同僚に関する詳

細な供述から、申立人が申立期間に同社に勤務していたことが確認できる。 

一方、Ａ株式会社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿において、

資格喪失日が空欄となっているものの、昭和 17 年４月２日に被保険者資

格を取得（保険料徴収開始は 17 年６月１日）した後、同年８月１日及び

19 年１月１日の随時改定の記録が確認できるところ、申立人の厚生年金

保険被保険者台帳には、同社での資格喪失日は同年２月１日と記載されて

いる。 

また、Ａ株式会社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、

申立人は、昭和 19 年２月１日に被保険者資格を取得し、20 年９月５日に



                      

  

資格を喪失していることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人がＡ株式会社において、昭和 17

年６月１日に被保険者資格を取得した旨の届出及び 19 年２月１日に被保

険者資格を喪失した旨の届出並びに同社Ｃ工場において、同年２月１日に

被保険者資格を取得した旨の届出及び 20 年９月５日に被保険者資格を喪

失した旨の届出を事業主が社会保険出張所（当時）に行ったことが認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社に係る健康保険

労働者保険被保険者名簿及び同社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿の記録から、昭和 17 年６月から同年７月までは 30 円、同年８月

から 18 年 12 月までは 40 円、19 年１月から同年６月までは 50 円、同年

７月から 20 年２月までは 60 円及び同年３月から同年８月までは 70 円と

することが妥当である。 

   なお、昭和 17 年６月１日から 20 年９月５日までの期間は、脱退手当金

支給済期間である。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 4997 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ株式会社における資格取得日は、昭和 27 年８月 13 日、資格

喪失日は同年 11 月１日であったと認められることから、厚生年金保険被

保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正し、当該期間の標準報酬

月額に係る記録を 6,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27 年８月頃から同年 11 月頃まで 

日本年金機構からＢ区のＡ株式会社における勤務について問い合わせ

があり、勤務していたことを思い出した。保険料控除の記憶は無いが、

当時、健康保険に加入している職場に勤めることを優先しており、厚生

年金保険料も控除されていたと思うので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人

が当該事業所において、昭和 27 年８月 13 日に被保険者資格を取得した申

立人の基礎年金番号に統合されていない被保険者記録が確認できるものの、

資格喪失日に係る記録が無い上、当該記録に係る厚生年金保険被保険者台

帳の資格喪失日も空欄となっており、申立人に係る年金記録の管理が不適

切であったと認められる。 

また、当該事業所は既に解散している上、当時の役員や社会保険担当者

も確認できないことから、申立人の当該事業所での被保険者資格喪失日を

確認できる資料や証言を得ることができないものの、申立人が、「Ａ株式

会社を退職した後、遊んでいるならうちで働かないかと叔父に誘われ、叔

父が勤務していた会社に就職するまでに１か月も無かった。」と供述して

いるところ、その叔父の紹介により、申立人が入社したＣ株式会社の当時

の複数の同僚が、入社と同時に厚生年金保険に加入した旨の供述をしてい

ること、及び申立人の同社における厚生年金保険被保険者資格取得日が昭

和 27 年 11 月 15 日となっていることを踏まえると、申立人は、少なくと



                      

  

もＡ株式会社において、同年 10 月末まで勤務していたものと推認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 27 年８月 13 日

に厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所（当

時）に行ったことが認められ、かつ、申立人の申立てに係る事業所におけ

る資格喪失日は同年 11 月１日とすることが妥当である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、6,000 円とすることが

妥当である。 

  



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5001 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社Ｂ部における資格取得日は昭和 19 年 10 月１日、資

格喪失日は 21 年５月１日であると認められることから、当該期間に係る

厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正し、当該

期間の標準報酬月額に係る記録を 110 円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 21 年５月１日から同年７月 12

日までの期間について厚生年金保険被保険者であったことが認められるこ

とから、申立人のＡ株式会社における資格取得日に係る記録を同年５月１

日、資格喪失日に係る記録を同年７月 12 日とし、当該期間の標準報酬月

額に係る記録を 600 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正３年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 18 年４月１日から 21 年７月 12 日まで 

Ａ株式会社に勤務し、その後兵役に就き、戻ってきた時には所属の会

社がＣ株式会社に変わっていた。申立期間について厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社が提出した申立人に係る職員名簿から、生年月日は大正３年

＊月＊日と事実と異なる記載がされているものの、申立人が昭和 17 年５

月 22 日に同社に入社し、21 年８月１日にＤ株式会社（その後、Ｃ株式会

社に社名変更）に出向、23 年２月 29 日に退職したことが確認できる。 

また、Ａ株式会社Ｂ部に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立人と同姓同名で生年月日が上記職員名簿記載の大正３年＊月＊日

となっている健康保険の資格記録（資格取得日は昭和 18 年４月１日、資

格喪失日は当該事業所が適用事業所でなくなった 21 年５月１日）が確認

できるとともに、同健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されている

厚生年金保険被保険者番号(＊)は厚生年金保険被保険者番号払出簿から、

19 年６月１日に付番されたことが確認できる。 

しかし、申立期間のうち、昭和 18 年４月１日から 19 年９月 30 日まで

の期間については、厚生年金保険法（昭和 19 年法律第 21 号）の施行前に



                      

  

おける労働者年金保険法（昭和 16 年法律第 60 号）が施行されており、同

法においては、男子筋肉労働者が加入対象とされ、申立人は、入社時から

Ｅ課に所属していたことから、同法に係る被保険者ではなかったものと推

認される。なお、同年６月１日から同年９月 30 日までの期間については、

厚生年金保険法の適用準備期間であり、同法に係る保険料徴収の開始は同

年 10 月１日以降であったため、同法に係る被保険者期間とはならない。 

これらを総合的に判断すると、申立人がＡ株式会社Ｂ部において、昭和

19 年 10 月１日に被保険者資格を取得した旨の届出及び 21 年５月１日に

被保険者資格を喪失した旨の届出を事業主が社会保険事務所（当時）に行

ったことが認められる。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ

部に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録から、110 円

とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 21 年５月１日から同年７月 12 日までの期

間については、事業所記号順索引簿によると、Ａ株式会社Ｂ部は適用事業

所でなくなった同年５月１日に、他部門と統合されて新たにＡ株式会社と

して適用事業所となっているが、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿には申立人の記録は見当たらないものの、Ｆ県Ｇ部の軍歴証明書か

ら、申立人が 18 年８月 17 日にＨ軍に召集され、21 年７月 12 日に召集解

除されたことが確認でき、当時の厚生年金保険法第 59 条の２では、19 年

10 月１日から 22 年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集又は召集され

た期間については、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額を

免除し、被保険者期間として算入する旨規定されていることから、申立人

がＨ軍に召集されていた 21 年５月１日から同年７月 12 日までの期間につ

いては、仮に被保険者としての届出が行われておらず、同法第 75 条の規

定による時効によって消滅した保険料に係る期間であっても、年金額の計

算の基礎となる被保険者期間とすべきであるものと考えられる。 

以上のことから、申立期間のうち、昭和 21 年５月１日から同年７月 12

日までの期間については、申立人は、厚生年金保険被保険者であったとす

ることが妥当である。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、Ａ株式会社に係る健康

保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において確認できる同僚の記録か

ら、600 円とすることが妥当である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5002 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間①の標準

報酬月額を 34 万円に訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年８月１日から５年 11 月 30 日まで 

② 平成５年 11 月 30 日から６年４月１日まで 

Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、平成４年８月１日から５年

11 月 30 日までの標準報酬月額が遡って引き下げられていることに納得

がいかない。訂正前の月額に訂正してほしい。 

また、平成５年 11 月 30 日から６年４月１日まで引き続き同社に勤務

していたのに、当該期間の厚生年金保険の記録が無い。調査の上、当該

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ 申立期間①について、オンライン記録によると、当初、申立人の申立

期間①の標準報酬月額は、申立人が主張する 34 万円と記録していたと

ころ、Ａ株式会社が適用事業所に該当しなくなった日（平成５年 11 月

30 日）より後の同年 12 月３日付けで申立人を含む 21 人について、標

準報酬月額が４年８月１日まで遡って引き下げられており、申立人の場

合、同年８月から５年９月までは 34 万円から 19 万円、同年 10 月は 34

万円から 18 万円に訂正されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、遡って記録

の訂正を行う合理的な理由は見当たらないことから、申立期間①におい

て、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立

人の申立期間①に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初

届け出た記録から、34 万円に訂正することが必要と認められる。 

 



                      

  

 ２ 申立期間②については、雇用保険の被保険者記録において、申立人は、

平成５年 11 月 30 日から６年４月１日まで引き続き同社に勤務していた

ことが認められる。 

しかしながら、同社は、平成５年 11 月 30 日に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっている上、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されたことを確認できる給与明細書等の資

料が無く、申立人の申立てどおりの届出が事業主により行われたことを

確認することができない。 

また、オンライン記録において、申立人は、平成５年 11 月 30 日から

６年＊月＊日（60 歳に達した日）まで国民年金に加入し、保険料を全

額納付済みとなっていることが確認できるとともに、Ｂ市役所の回答か

ら、当該期間は国民健康保険に加入していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5003 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間①の標準

報酬月額を 17 万円に訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年８月１日から５年 11 月 30 日まで 

② 平成５年 11 月 30 日から６年２月 25 日まで 

Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、平成４年８月１日から５年

11 月 30 日までの標準報酬月額が遡って引き下げられていることに納得

がいかない。訂正前の月額に訂正してほしい。 

また、平成５年 11 月 30 日から６年２月 25 日まで引き続き同社に勤

務していたのに、当該期間に係る厚生年金保険の記録が無い。調査の上、

当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ 申立期間①について、オンライン記録によると、当初、申立人の申立

期間①の標準報酬月額は、申立人が主張する 17 万円と記録していたと

ころ、Ａ株式会社が適用事業所に該当しなくなった日（平成５年 11 月

30 日）より後の同年 12 月３日付けで申立人を含む 21 人について、標

準報酬月額が４年８月１日まで遡って引き下げられており、申立人の場

合、17 万円から 11 万 8,000 円に訂正されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、遡って記録

の訂正を行う合理的な理由は見当たらないことから、申立期間①におい

て、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立

人の申立期間①に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初

届け出た記録から、17 万円に訂正することが必要と認められる。 

 

２ 申立期間②については、雇用保険の被保険者記録において、申立人は、



                      

  

平成５年 11 月 30 日から６年２月 25 日まで引き続き同社に勤務してい

たことが認められる。 

しかしながら、同社は、平成５年 11 月 30 日に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっている上、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されたことを確認できる給与明細書等の資

料が無く、申立人の申立てどおりの届出が事業主により行われたことを

確認することができない。 

また、オンライン記録から、申立人は、申立期間②において、国民年

金に加入し保険料を全額納付済みとなっていることが確認できるととも

に、Ｂ市役所の回答から、当該期間は国民健康保険に加入していること

が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5007 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人の申立期間に係る株式会社Ａにおける資格喪失日は、平成６年

１月７日であると認められることから、厚生年金保険被保険者の資格喪

失日に係る記録を訂正し、５年６月から同年 12 月までの期間の標準報

酬月額を 53 万円とすることが必要である。 

 

２ 申立人は、申立期間のうち、平成６年１月７日から同年４月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける上記訂正後の被

保険者資格喪失日（６年１月７日）に係る記録を同年４月１日に訂正し、

当該期間の標準報酬月額に係る記録を 12 万 6,000 円とすることが必要

である。 

なお、事業主が当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、平成６年１月７日から同年２月１日までの期間

は、明らかでないと認められ、同年２月１日から同年４月１日までの期

間は、履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年６月 30 日から６年４月１日まで 

     平成３年８月７日から６年３月 31 日まで株式会社Ａに勤務し、その

間に給与から厚生年金保険料が控除されていた。同社での厚生年金保険

の資格喪失日が５年６月 30 日の記録となっているが、６年４月１日が

正しいと思うので、資格喪失日の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成５年６月 30 日から６年１月７日までの期間に

ついては、雇用保険の加入記録から、申立人の株式会社Ａにおける離職

日は６年３月 31 日であることが確認できるとともに、申立人が保管し



                      

  

ていた給与明細書から、申立人が当該期間において同社に継続して勤務

し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認

できる。 

  また、オンライン記録によると、株式会社Ａが厚生年金保険の適用事

業所ではなくなった平成５年７月 31 日より後の６年１月７日付けで、

遡って、申立人の５年 10 月の定時決定を取り消した上で、資格喪失日

を同年６月 30 日とする処理が行われているほか、複数の元同僚につい

ても同様の処理が行われていることが確認できるが、社会保険事務所

（当時）において、かかる処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、上記資格喪失に係る記録の処理は、有

効なものとは認められず､申立人の資格喪失日は上記資格喪失処理が行

われた平成６年１月７日に訂正することが必要と認められる。 

また、平成５年６月から同年 12 月までの期間の標準報酬月額につい

ては、事業主が社会保険事務所に当初届け出た記録から、53 万円とす

ることが妥当である。 

 

２ 申立期間のうち、平成６年１月７日から同年４月１日までの期間につ

いては、社会保険事務所の手続に不合理な点が見当たらないところ、雇

用保険の加入記録及び申立人が保管していた給与明細書から、申立人は、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

  また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにお

ける平成６年１月から同年３月までの給与明細書の保険料控除額から、

12 万 6,000 円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によると、株式会社Ａは、当初、平成５年７月

31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっていたものが６年８月

23 日付けで、同年２月１日に訂正されており、申立期間のうち、同日

以降の期間については、適用事業所としての記録が無い。しかし、商業

登記簿謄本において、同社は、当該期間当時、法人の事業所であったこ

とが確認できることから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の

要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る当該期間の保険料の事業主による納付義務の履行

については、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明として

いるところ、当該期間のうち、平成６年１月７日から同年２月１日まで

の期間については、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



                      

  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事

務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

  なお、申立期間のうち、平成６年２月１日から同年４月１日までの期

間については、事業主は、申立人の当該期間において適用事業所であり

ながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められる

ことから、申立人の当該期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5009 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格取得日に係る記録を昭和 39 年 11 月 30 日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額に係る記録を３万 6,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年 11 月 30 日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 28 年３月１日から 60 歳定年の平成６年＊月末日までＡ株

式会社に勤めていた。申立期間はＡ株式会社Ｃ支店から同社本社に転

勤した時で、同社に継続して勤務していたのに１日の欠落期間となっ

ている。申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の上司の証言及び申立人の雇用保険被保険者記録により、申立人

は、Ａ株式会社に継続して勤務し（同社Ｃ支店から同社本社に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   なお、異動日について、申立人及び元同僚は、昭和 39 年 11 月 30 日ま

でには同社本社に転勤したと証言していることから、同社本社に係る厚生

年金保険被保険者の資格取得日を 39 年 11 月 30 日とすることが妥当であ

る。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社に係る社会保険

事務所（当時）における昭和 39 年 12 月の記録から、３万 6,000 円とする

ことが妥当である。 



                      

  

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、現在の事業主は、当時の資料が無く不明としており、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4016 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年６月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年６月 

当時勤めていた会社を辞めるに当たり、平成４年６月 29 日に退職す

れば年金を払わなくてよいとのアドバイスを受け退職したが、数か月後

役所からだと思うが入金の催促があり、約３万円の保険料を振り込んだ。 

同じ期間の妻の保険料は３号ではなく納付済みとなっており、一緒に

保険料を納付した記憶があるので、申立期間が未納となっていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成４年６月に退職して数か月後にその妻の分の国民年金保

険料と一緒に約３万円の保険料を納付したとしているが、申立人が納付し

たとする額は申立期間の夫婦二人分の国民年金保険料合計額と乖離
か い り

し、そ

の妻の保険料も６年７月７日に過年度納付していることがオンライン記録

及び妻が所持する領収証書から確認できるなど、申立人の申述と整合しな

い。 

また、申立人の所持する年金手帳には国民年金の記号番号の記載が無く、

申立人も所持する年金手帳以外に交付された年金手帳は無いとしているこ

とから、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡がうかがわれ

ず、申立期間は未加入期間であり、制度上国民年金保険料を納付すること

ができない期間である。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4017 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年 11 月から 59 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年 11 月から 59 年３月まで 

    私は、昭和 55 年 12 月に結婚した時に夫がＡ市役所で国民年金の加入

手続をしてくれ、その時から私が主人の分と合わせて国民年金保険料

を納めていたと思う。実家の母親にも年金のことはうるさく言われて

いたので、自分だけが納めていないということは無いはずである。申

立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55 年 12 月頃、その夫が国民年金の加入手続を行い、そ

の後の保険料は申立人が申立人とその夫の分を納付していたとしているが、

申立人の国民年金の加入手続をしたとするその夫は、加入手続についての

記憶が定かではないとしている上、申立人とその夫の保険料を納付したと

する申立人は、納付したとする金額が当時の保険料額と異なるなど納付に

ついての記憶が曖昧であり、加入手続及び保険料納付の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の手帳記号番号の払

出状況から昭和 59 年 10 月頃に払い出されたと推認でき、払出時点からす

ると、申立期間のうち 57 年８月以前は時効により保険料を納付できず、

57 年９月から 59 年３月までは過年度納付が可能な期間であるが、申立人

は、遡って納付した記憶は無く、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡もうかがわれない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう



 

  

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4018 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から９年５月までの国民年金については、加入し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月から９年５月まで 

平成３年４月に現在勤務している会社に就職したが、厚生年金保険の

適用がなかったので、会社の人に勧められＡ市役所で国民年金の加入手

続をしてオレンジ色の年金手帳をもらった。現住所に引っ越しする時に

新しい青色の手帳があったので古いオレンジ色の手帳は必要ないと思い

捨ててしまった。 

国民年金保険料を納付した記憶は無いが、確かに申立期間は国民年金

に加入していたのに未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成３年４月頃、会社の人に勧められＡ市役所で国民年金の

加入手続を行ったとしているが、申立人に付番される国民年金手帳記号番

号が申立人に払い出された形跡は見当たらず、申立期間は未加入期間であ

り、国民年金保険料も納付することはできない。 

また、申立人は国民年金の加入手続についての記憶が曖昧であり、申立

人が主張する平成３年頃に、加入手続をしたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

さらに、申立人は平成３年 10 月１日にＡ市の国民健康保険被保険者資

格を喪失し、同日付けで申立人が勤務する事業所が所属する業種別国民健

康保険組合に加入していることがＡ市の記録により確認できることから、

国民年金の加入手続についてこのことと混同している可能性も否定できな

い。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間において、国民年金に加入していたものと認

めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4020 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年 11 月から９年 10 月までの期間、11 年７月から同年

８月までの期間及び 13 年 10 月の国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成７年 11 月から９年 10 月まで 

             ② 平成 11 年７月から同年８月まで 

             ③ 平成 13 年 10 月 

私は、再三Ａ市から年金を納めるように言われたので市役所に相談し

たところ、相談した時点から国民年金保険料を納め始めても受給資格の

25 年にならないことが分かったので納めなかった。 

しかし、平成９年 10 月頃、テレビ番組で国民年金と厚生年金保険の

納付期間を合算して 25 年以上あれば老齢基礎年金を受給できること、

国民年金は 70 歳まで納付できること、及び保険料は過去の２年間遡っ

て納められることを知り、すぐにＢ社会保険事務所（当時）に電話して

その時点から遡って納める場合の２年間の保険料が約 30 万円であり、

これから納付を続ければ 64 歳数か月で年金受給に必要な期間を満了す

ると教えてもらった。そこで、７年 11 月から９年 10 月までの２年間の

保険料約 30 万円を窓口で納めた。それからは未納が無いよう気にしな

がら納めていたので、申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、平成９年 10 月頃、国民年金の再加

入手続を行ったとしているが、オンライン記録から、申立人に 11 年９

月に国民年金の加入勧奨が行われたことが確認でき、Ａ市の国民年金に

関する記録から、申立人の国民年金被保険者資格の取得・喪失について、

４年９月１日の喪失、５年１月１日の取得、10 年 11 月 26 日の喪失、

11 年７月 16 日の取得の届出が 11 年 11 月 29 日に受け付けられている



 

  

ことが確認できる。 

また、上記Ａ市の記録において、「66 歳頃まで必要なこと了承済

み」（受付日平成 11 年 12 月６日）との記録及び申立期間①直後の９年

11 月から 10 年 10 月までの保険料が 11 年 12 月 29 日に遡って納付され

ていることが確認できる。 

これらのことから、申立人が国民年金への再加入の手続を行ったのは

平成 11 年 11 月頃であると推認でき、申立人の申述と異なる上、申立人

が 11 年 12 月 29 日に遡って納付した時点では申立期間①は時効により

保険料を納付できない期間である。 

 

  ２ 申立期間②及び③について、申立人は、国民年金保険料の納付期間、

納付時期など納付に関する記憶が曖昧である上、申立期間②直後の平成

11 年９月から 12 年３月までの保険料は 13 年 10 月 29 日に遡って納付

されており、その時点では申立期間②は時効により保険料を納付できな

い期間である。 

 

３ 申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①、②及

び③の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付し

ていたものと認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4021 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年８月及び２年３月の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成元年８月 

             ② 平成２年３月 

    私は平成２年３月頃、夫と一緒にＡ社会保険事務所（当時）に行き、

国民年金の加入手続をした。そのときに窓口で未納である２か月の保険

料を納付した。保険料は２か月で１万 6,000 円くらいであるのを確認し

て納付したことを覚えている。申立期間が未納になっていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金の加入手続をしたとする平成２年３月時点で国民年金

に未加入であった期間は申立期間を含めて元年８月及び同年 11 月から２

年３月までの期間の６か月間であり、申立期間①及び②の間の元年 11 月

から２年２月までの４か月間の保険料が徴収されずに、申立期間のみが徴

収されることは考え難い上、申立期間①及び②の間の国民年金加入期間の

元年 11 月から２年２月までは納付済みであるが、申立人は、この期間の

国民年金保険料を納付したことを覚えていないなど、保険料納付に関する

記憶は曖昧である。 

また、申立人が所持する年金手帳において、申立人が国民年金被保険者

資格を平成元年 11 月 28 日に取得し、２年３月 22 日に同資格を喪失して

いることが確認できることから、申立期間は未加入期間であり、制度上保

険料を納付できない期間である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4022 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年６月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年６月から 49 年３月まで 

    私は 20 歳になった時に母が国民年金の加入手続を行ってくれ、「誕

生日プレゼント」だと言われたことを覚えている。年金手帳の「初めて

被保険者となった日」に 20 歳の誕生日が書かれていることがその証拠

である。 

21 歳頃まで両親と同居しており、その時に自宅に集金人が来て母が

国民年金保険料を納めていたことや母から長方形で青か黒の印が押され

ている年金手帳を見せてもらったのを覚えている。Ａに住み込みで働く

ようになった昭和 46 年以降は１か月４、５万円を実家に仕送りしたり、

母に小遣いとしてお金を渡したりしており、母がその中から私の国民年

金保険料を払ってくれていたはずである。 

申立期間が未納になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付はその母が行ってくれた

としているが、その母は既に他界し、申立人も加入手続及び保険料納付に

直接関与しておらず、加入手続及び保険料の納付状況は不明である。 

また、申立人は、その母と同居していた昭和 46 年＊月頃までに国民年

金手帳を見たことがあるとして、当初は国民年金手帳に長方形の印が１年

間分押されていたとしていたのを、長方形の印が押されていたのは納付書

であったかもしれないと申述を変更しているが、Ｂ区では 45 年７月以降

は納付書方式による保険料納付であり、年金手帳に１年分検認印が押され

ることは無く、当時の納付書も３か月ごとに１枚の納付書であるなど、申

立人の申述内容は曖昧である。 



 

  

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の国民年金手帳記

号番号の払出状況から昭和 50 年６月頃に払い出されたと推認でき、払出

時点では申立期間の大部分は時効により納付できず、別の国民年金手帳記

号番号が払い出された事情もうかがわれない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4023 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年 12 月から８年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年 12 月から８年３月まで 

申立期間については、私が平成６年＊月に 20 歳に達した頃に、母が

Ａ市役所で免除申請をしたはずであり、申立期間の保険料が未納となっ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、平成６年＊月に 20 歳に達した頃、その

母がＡ市役所において、国民年金の加入手続と同時に免除申請をしたはず

であると申述している。しかしながら、その母の年金手帳の交付時期、免

除申請の承認通知等に関する記憶が明確ではなく、申立人自身は国民年金

の加入手続及び免除手続に関与していないことから、これらの状況が不明

である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、平成８年５月頃に払い出されたと推認され、その時

点では、申立期間について遡って免除申請をすることは制度上できない上、

当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別

の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が、申立期間について免除の承認を受けたこと、及び免

除申請書を提出したことを確認できる資料は無く、ほかに免除の承認を受

けたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   加えて、申立事案の口頭意見陳述においては、申立期間の国民年金の加

入手続及び国民年金保険料の免除を裏付ける事情を酌み取ろうとしたが、



 

  

具体的な新しい証言や証拠を得ることはできなかった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4025 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年６月から 58 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年６月から 58 年 12 月まで 

私は、昭和 55 年６月に会社を辞め、同年 10 月頃、Ａ町役場（現在は、

Ｂ市役所）で国民年金の加入手続を行い、同年６月まで遡って加入した。

役場の担当者は同級生の母親だったのでよく覚えている。国民年金保険

料は現金で、年ごとに銀行で納付していたと思う。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55 年６月に会社を辞め、同年 10 月頃、Ａ町役場で国民

年金の加入手続を行い、同年６月まで遡って加入し、国民年金保険料は現

金で、年ごとに銀行で支払っていたとしているが、申立人は納付した保険

料額を記憶しておらず、国民年金保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 59 年３月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間のうち 55 年６月から 56 年 12 月までの期間は時効に

より保険料を納付できない期間であり、57 年１月から 58 年 12 月までの

期間は遡って保険料を納付する期間であるが、申立人は、遡って保険料を

納付した記憶は無いと申述している上、当委員会においてオンラインの氏

名検索、Ａ町の 54 年 10 月から 59 年２月までの国民年金手帳記号番号払

出簿の縦覧調査等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、Ａ町で作成された申立人の国民年金被保険者名簿の「受付」及

び「手帳交付」欄には、「昭和 59 年３月８日」と記されている上、摘要

欄には「昭和 59 年１月分より納付希望」と記入されている。 



 

  

加えて、申立人の国民年金加入の際の役場の担当者であったとするその

同級生の母親は、病気のため、供述を得ることができなかった。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4026 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年１月から同年３月まで 

    私は、ねんきん特別便で申立期間が未納であることを知ってから、申

立期間の納付書・領収証書を持って年金事務所で相談したところ、「申

立期間の国民年金保険料は時効後納付となり還付された。」との回答を

受けた。しかし、申立期間の国民年金保険料は間違いなく納付している

上、還付してもらった記憶も無く、申立期間が未納となっていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、所持する申立期間の納付書・領収証書を根拠に、申立期間の

国民年金保険料は間違いなく納付している上、還付を受けた記憶は無いと

している。 

しかしながら、申立人が所持する申立期間の納付書・領収証書には、

「納付期限昭和 58 年４月末日迄」と記載されているにもかかわらず、

「領収日付印又は領収年月日、領収者名及び領収印」の欄に「59．４．

19」と記載されるとともに納付した金融機関の領収日付が押印されている

ことから、申立期間の国民年金保険料は納付期限を過ぎてから納付された

ことが確認できる。 

また、申立人は、国民年金保険料を還付してもらった記憶は無いとして

いるが、還付整理簿に、金額「11,310」、還付事由「時効期間納付 56.１

～56.３」、支払年月日「59.８.８」と、それぞれ記載されており、還付

金額を含めそれらの記載内容に不合理な点は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと

認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4028 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月から同年 12 月まで 

    私は、国民年金に加入するように言われたので、Ａ市役所（現在は、

Ｂ市役所）か、Ａ市役所Ｃ支所（現在は、廃止）で、国民年金の加入手

続をしたと思う。年金手帳が交付されたかは覚えていない。当時の保険

料を納付するために払戻しをした貯金通帳が見つかったので、保険料は

恐らく自分で納付したのだと思う。申立期間の保険料が未納になってい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、国民年金に加入するように言われ、Ａ市役所又はＡ市役所Ｃ

支所で国民年金の加入手続をし、国民年金保険料は当時の申立人の貯金か

ら引き出して納付したとしているが、申立人は高齢のため、国民年金の加

入手続及び保険料の納付状況についての記憶が曖昧であり、これらの状況

が不明である。 

また、申立人名義の貯金通帳の申立期間当時の昭和 45 年 10 月から 47

年３月までのページには、摘要欄に「国民年金」と、払戻金額欄にそれぞ

れ 1,350 円と当時の国民年金保険料に相当する金額が記載されているもの

の、この金額が申立人の保険料であることを示す記載は認められず、一方、

申立人の長男の妻は、オンライン記録から、当該貯金通帳に記載されてい

る国民年金保険料相当額の払戻し年月日と同一年月日に、国民年金保険料

を納付した記録が確認でき、これがその長男の妻の国民年金保険料の納付

に当てられたものである可能性も否定できない。 

さらに、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険の記号番号が付番されて

おり、当委員会において、オンラインの氏名検索等により調査したが、申



 

  

立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでの収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 



埼玉厚生年金 事案 4969 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 58 年 10 月 21 日から 62 年４月１日まで 

    申立期間に国民年金の加入記録があるが、自分で手続した覚えは無く、

この間は、有限会社Ａに勤務しており、給料から厚生年金保険料も引か

れていたと思うので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述から、申立人が申立期間

において、有限会社Ａに勤務していたことが認められる。 

しかしながら、有限会社Ａが申立期間の途中の昭和 59 年３月１日から

加入しているＢ基金の厚生年金基金加入員台帳によると、申立人の加入員

資格取得は、申立人が再度同社で厚生年金保険被保険者資格を取得した日

（オンライン記録による）と同じ 62 年４月１日となっている。 

また、有限会社Ａでは、申立期間の厚生年金保険関係資料は保管してお

らず、申立人の厚生年金保険料の控除等については不明としている上、同

僚からも申立人の保険料の給与からの控除について供述を得られない。 

なお、有限会社Ａにおける申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票

において、申立期間直前の同社における申立人の被保険者資格喪失日（昭

和 58 年 10 月 21 日）はオンライン記録と一致している上、「証返納年月

日」欄に「58.10.29」と記載され、健康保険証を返納した旨の記録がある。 

さらに、Ｃ市では、申立期間の全期間に国民健康保険の加入記録がある

としている上、オンライン記録によると、申立期間の一部期間（昭和 59

年７月から 60 年３月までの期間及び 61 年 10 月から 62 年３月までの期

間）は国民年金保険料の申請免除期間となっているほか、申立人が申立期



間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確

認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4972 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年２月頃から同年９月頃まで 

    ねんきん特別便によると、株式会社Ａにおける厚生年金保険の被保険

者期間が昭和 47 年 11 月１日から 48 年１月 25 日までとなっているが、

当該期間には同社に勤務しておらず、申立期間は同社の子会社である株

式会社Ｂに勤務していた。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ｂは、オンライン記録において、厚生年金保険の適用事業所と

しての記録は見当たらず、商業登記簿によると、昭和 46 年４月＊日に成

立、平成８年 10 月＊日に株式会社Ａに合併し解散しており、申立期間に

おいて株式会社Ｂは成立していない上、株式会社Ａは、株式会社Ｂが子会

社となった時期は「昭和 46 年５月」としている。 

また、株式会社Ａは、当時の資料を保管しておらず申立人の申立期間に

おける勤務実態について確認できない上、申立期間に同社において被保険

者記録を有する同僚 10 人に照会し、７人から回答が得られたものの、い

ずれも申立人について記憶しておらず、申立人の申立期間の勤務に係る供

述を得ることができない。 

さらに、一人の同僚から試用期間があった旨の供述が得られたほか、申

立人の雇用保険の被保険者記録には、申立期間において、株式会社Ａ又は

株式会社Ｂに係る被保険者記録が無い。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4974 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 22 年７月１日から同年 12 月１日まで 

             ② 昭和 23 年５月 22 日から 26 年４月１日まで 

    昭和 22 年７月１日にＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）に入社し、

59 年４月退職時まで勤務した。入社時は、当時の親会社であるＣ株式

会社（現在は、Ｄ株式会社）Ｅ工場で勤務し、26 年４月にＦ地の本社

に転勤したが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が無い。調査

して訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主提出の在籍証明書及び人事台帳から、申立人が昭和 22 年７月１

日にＡ株式会社Ｇ営業所に見習職員として採用され、申立期間について、

同事業所に勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、申立人が申立期間当時に所属していたＡ株式会社Ｇ営業

所は、オンライン記録によると昭和 30 年６月１日に厚生年金保険の新規

適用事業所となっており、申立期間当時は、厚生年金保険の適用事業所で

ないことが確認できる。 

   また、Ａ株式会社Ｇ営業所の新規適用時に在籍していた５人のうち、回

答を得られた二人は、共に昭和 30 年頃の入社でそれ以前の在籍者のこと

は不明としており、申立人の申立期間当時の勤務実態及び厚生年金保険の

適用状況について確認することができない。 

   さらに、Ｂ株式会社は、「会社ＯＢから聴取したところ、見習期間は厚

生年金保険に加入させていなかったとのことである。申立期間当時の当社

Ｇ営業所では、一時期、親会社のＣ株式会社Ｅ工場において職員を厚生年

金保険に加入させていたが、その後各子会社での加入に切り替えられ



た。」としている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4975 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年９月から 60 年３月まで 

    申立期間は、Ａ郡のＢ校において、Ｃ職として勤務していた。この期

間の共済組合、厚生年金保険等への加入記録が無いが、どちらかに加入

していたのではないかと思うので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｄ会提出のＥ会発令の人事異動通知書により、申立期間の昭

和 59 年９月 24 日から 60 年３月 31 日までＦ職として臨時的任用されてい

たことが認められる。 

   しかしながら、オンライン記録によれば、申立人が勤務していた事業所

が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 63 年４月１日であり、申

立期間当時は適用事業所でなかったことが確認できる。 

   また、Ｅ会は、「臨時的任用職員のＧ組合への加入には、13 か月以上

の勤務期間が必要である。また、申立人の所属組織が厚生年金保険の適用

事業所となったのは昭和 63 年からであった。」としている。 

   さらに、Ｅ会は、申立期間当時の給与関係書類は保存期限経過のため保

持しておらず、申立人の申立期間における給与からの厚生年金保険料の控

除については確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4976 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月１日から 49 年２月１日まで 

    株式会社Ａに係る申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額の記録が事

実と相違している。私は、事業主として自分で月額報酬の届出をしてお

り、給与額を全部は記憶していないが、最終の給与額は 20 万円であっ

たのに９万 8,000 円に引き下げられているのはおかしい。全期間の記録

を届け出た記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険庁（当時）の株式会社Ａに係る厚生年金保険の標準

報酬月額の記録が、給与明細書は無いものの昭和 47 年７月から 49 年１月

まで給与額が 20 万円であったが９万 8,000 円に減額されており、それ以

前の全期間についても給与額より減額されていると主張している。 

しかしながら、107 か月ある申立期間のうち、87 か月が当時における厚

生年金保険の標準報酬月額の上限額を超えた額であったと主張している上、

昭和 44 年６月から同年 10 月までの５か月間のオンライン記録は、当時に

おける標準報酬月額の上限額の６万円であることが確認できる。 

また、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿は、記録さ

れている全員について標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、遡って標

準報酬月額の訂正が行われた形跡は見当たらない上、事業主である申立人

の標準報酬月額は一般従業員よりも高額であることが確認でき、申立人の

上記被保険者名簿の記録はオンライン記録と一致している。 

さらに、当時、被保険者となっている者 18 人に照会し、回答のあった

10 人の全員が、「当時の自分の記録は正しい。又は、明確に記憶が無い

が間違っているとは思わない。」と供述している上、「当該事業所の経営



は順調であり、給与の遅配は無く、社会保険料の滞納は無かったと思

う。」と供述していることから、社会保険事務所（当時）が遡って標準報

酬月額の減額訂正をする理由も見当たらない。 

加えて、株式会社Ａは昭和 49 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっている上、同年 12 月＊日に解散しており、当時の申立期間

に係る給与額や厚生年金保険料が分かる賃金台帳等の資料は存在していな

い。 

その上、申立期間に係る標準報酬月額を確認できる給与明細書等の資料

も無く、このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4977 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住        所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年７月から 51 年５月まで 

             ② 昭和 51 年 11 月から 55 年４月まで 

             ③ 昭和 56 年５月から 60 年３月まで 

             ④ 昭和 60 年４月から平成元年３月まで 

             ⑤ 平成５年５月から８年２月まで 

             ⑥ 平成８年９月から 11 年 10 月まで 

年金事務所の記録では、申立期間①のＡ株式会社、申立期間②の株式

会社Ｂ、申立期間③の株式会社Ｃ、申立期間④のＤ社、申立期間⑤のＥ

社、申立期間⑥のＦ店に勤務していた期間の厚生年金保険の記録が無い。

調査して、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、同僚５人の供述から、申立人が申立期間①の一

部期間にＡ株式会社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、上記同僚の二人から、「試用期間中は厚生年金保険に

加入させなかった。」との供述が得られた。 

また、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、現存する法人登記簿上の住所宛に事業主照会をするも回答を得られ

ないことから、申立人の申立期間①当時の勤務実態及び厚生年金保険の

適用状況について確認することができない。 

さらに、申立人の当該事業所での雇用保険の加入記録を確認すること

ができず、申立人が申立期間①において、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 



２ 申立期間②について、事業主の供述及び雇用保険の加入記録から、申

立人が申立期間②の一部期間に株式会社Ｂに勤務していたことは推認で

きる。 

しかしながら、適用事業所名簿から当該事業所が厚生年金保険の適用

事業所となったのは、申立期間②中の昭和 54 年９月１日からであり、

事業主は、「当時の資料が保存されていないことから、厚生年金保険の

届出及び保険料控除については不明である。」と供述している上、申立

期間②に健康保険厚生年金保険被保険者原票で整理番号に欠番は無く、

雇用保険の加入記録は適用事業所となる前の期間である。  

また、申立人が申立期間②において、厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

３ 申立期間③について、株式会社Ｃは、当時の資料が保存されていない

ので在籍を確認できないとしており、申立人の勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について供述を得ることができない。 

また、適用事業所名簿から当該事業所が厚生年金保険の適用事業所と

なったのは、昭和 60 年５月 13 日であり、申立期間③当時は適用事業所

ではないことが確認できる。 

さらに、当該事業所の新規適用時に被保険者記録のある同僚二人に照

会し一人から回答を得られたが、申立人の名前を記憶していないことか

ら、申立期間③当時の勤務実態及び保険料控除について確認することが

できない。 

加えて、申立人の当該事業所での雇用保険の加入記録を確認すること

ができず、申立人が申立期間③において、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

４ 申立期間④について、事業主の供述から、申立人がＤ社に勤務してい

たことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となった記録

が確認できず、事業主も「社会保険に加入したことは無い。」としてい

る。 

また、申立人の申立期間④の一部期間において、別の事業所での雇用

保険の加入記録が確認できる上、当該事業主は、申立人が勤務したのは

平成 11 年３月から 12 年 10 月までであると供述しており、事業主が保

管している 12 年分の給与所得に対する所得税源泉徴収簿から社会保険

料が控除されていないことが確認できる。 

さらに、申立人の当該事業所での雇用保険の加入記録を確認すること

ができず、申立人が申立期間④において、厚生年金保険料を事業主によ



り給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

５ 申立期間⑤について、厚生年金保険の適用事業所の記録からも法人登

記からも申立人が記憶している住所でＥ社を確認することができず、同

所でＧ店を営んでいる複数の店舗に照会したが、申立人の在籍を確認で

きず、申立人は上司及び同僚の名前を記憶していないことから、勤務実

態及び保険料控除について供述を得ることができない。 

また、申立人の当該事業所での雇用保険の加入記録が確認できず、申

立人が申立期間⑤において、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

６ 申立期間⑥について、Ｆ店の経営会社である有限会社Ｇは当時の資料

が無く勤務していたか否か不明としており、申立期間⑥に当該事業所で

被保険者記録のある者二人に照会したが、回答を得ることができず、申

立人の申立期間⑥における勤務実態及び保険料控除について確認するこ

とができない。 

また、申立人の当該事業所での雇用保険の加入記録が確認できず、申

立人が申立期間⑥において、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

７ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

８ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4980 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年２月１日から同年４月 21 日まで 

    昭和 40 年２月１日から同年 11 月５日までＡ株式会社において勤務し

たが、厚生年金保険の記録において、被保険者期間が同年４月 21 日か

ら同年 11 月５日までとされ、同年２月１日から同年４月 20 日までの記

録が無い。この期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40 年２月１日から同年 11 月５日までＡ株式会社に勤務

し、申立期間において厚生年金保険被保険者であったと主張している。 

しかしながら、Ａ株式会社は既に解散しており、関係会社であったＢ株

式会社は、Ａ株式会社が独自に採用した従業員の人事記録は保存していな

いと回答している上、同社の元事業主は既に亡くなっていることから、申

立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することはできな

かった。 

また、申立人が記憶している同じ部署で勤務した同僚５人のうち、照会

可能な者全３人に問い合わせ、全員から回答を得たが、このうち二人は申

立人を記憶しておらず、申立人がＡ株式会社入社にあたり紹介してくれた

とするもう一人の同僚は、申立人を記憶しているものの、入社時期及び勤

務についての具体的な供述を得ることはできなかった。 

さらに、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立人と同時期に被保険者であった者 12 人に問い合わせ、８人から回答

を得たが、申立人を記憶している者はいなかった。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 



このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4981 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年２月から同年４月１日まで 

                          ② 昭和 28 年９月１日から 31 年９月まで 

昭和 28 年２月から 31 年９月まで株式会社Ａにおいて継続勤務した。

しかし、このうち 28 年２月から同年４月１日までの期間及び同年９月

１日から 31 年９月までの期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

この期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 28 年２月から 31 年９月まで株式会社Ａにおいて継続勤

務しており、申立期間について厚生年金保険被保険者であったと主張して

いる。 

しかしながら、株式会社Ａは既に解散している上、元事業主は既に亡く

なっていることから、申立人の申立期間に係る勤務及び厚生年金保険料の

控除を確認することはできなかった。 

また、申立人と同時期に同社において被保険者であった同僚のうち、連

絡先の判明した者全 12 人に申立人について問い合わせたところ、10 人か

ら回答を得、うち７人が申立人を記憶していたものの、申立人の申立期間

に係る勤務及び厚生年金保険料の控除について具体的な供述を得ることは

できなかった。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4982 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年 11 月頃から 31 年４月頃まで 

         ② 昭和 31 年 11 月頃から 32 年４月頃まで 

申立期間にＡ株式会社で季節労働者としてＢ業務をしたことがあるが、

その間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

弟は、昭和 33 年 12 月から 34 年４月までの期間及び同年 11 月から

35 年４月までの期間、同社で季節労働者としてＢ業務をしており、そ

の間の厚生年金保険の加入記録があるにもかかわらず、私の記録が無い

のはおかしいので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 30 年 11 月頃から 31 年４月頃までの期間及び同年 11 月

頃から 32 年４月頃までの期間、Ａ株式会社において厚生年金保険被保険

者であったと主張しているが、申立人が一緒に働いていたとする上司の厚

生年金保険被保険者記録は、資格取得日が申立期間後の 33 年 12 月２日、

資格喪失日が 34 年４月 25 日となっていることが健康保険厚生年金保険被

保険者名簿において確認できる。 

また、Ａ株式会社の事業主は、同事業所において、申立期間当時の季節

労働者を厚生年金保険の加入対象としていたか否かについては不明であり、

申立期間当時の季節労働者の在籍が確認できる資料も無いと供述している

ため、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の加入状況等について確認する

ことができない。 

さらに、健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間に勤務して

いたことが確認できる同僚 17 人に申立人の勤務状況や厚生年金保険料の



控除の有無、申立期間における季節労働者の取扱いについて照会をしたが、

回答のあった 13 人全員が具体的に記憶していなかった上、13 人全員が正

社員であり、季節労働者はいなかった。 

加えて、申立人が申立期間において厚生年金保険料を控除されていたこ

とを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



埼玉厚生年金 事案 4985（事案 1657 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年 11 月 26 日から 41 年 12 月 12 日まで 

埼玉地方第三者委員会事務室からの平成 21 年 10 月７日付け「年金記

録に係る確認申立てについて（通知）」によると、申立ては認められな

いとの結論であった。しかし、この結論に納得できないので、新たな資

料は無いが、再度調査の上、申立期間に厚生年金保険被保険者であった

と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、Ａ株式会社Ｂ支社に勤務していた当時の申立人の

記憶が曖昧で勤務期間等の特定ができず、また、申立人には雇用保険、健

康保険等の社会保険の記録が無く同社の従業員名簿台帳にも申立人の記録

は残っていない上、同社では「当時の『営業』は職種が多岐に分かれてお

り、それぞれの職種によって社会保険の適用が異なっていた。」と回答し

ているところ、同社において厚生年金保険の被保険者記録がある同僚と申

立人との間には給与形態や採用の経緯に大きな隔たりがあり同じ採用条件

とは認め難いとして、既に当委員会の決定に基づく平成21年10月７日付け

年金記録を訂正する必要は無いとする通知が行われている。 

今回、オンライン記録により、Ａ株式会社Ｂ支社において、申立期間に

厚生年金保険の加入記録が確認できる者のうち、申立人が記憶していた同

僚の姓と同姓の者一人及び前回申立てで申立人とともに同社に勤務してい

たとする同僚が記憶していた同僚の姓と同姓の４人に追加照会するも、全

員が申立人に記憶は無いと供述している。 

また、今回改めて申立期間についてＡ株式会社Ｂ支社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者原票を再調査するとともに、オンライン記録により氏



名検索を行ったが、申立人の記録は確認できなかった。 

そのほかに、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たら

ないことから、申立期間について、申立人が、厚生年金保険被保険者とし

て、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 

 



埼玉厚生年金 事案 4989 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年 12 月１日から 47 年１月１日まで 

    昭和 41 年 12 月１日から 47 年１月１日までＡ株式会社（現在は、Ｂ

株式会社）Ｃ支社に勤務したが、失業保険被保険者離職票に記載されて

いる賃金額と標準報酬月額に差があるので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の失業保険被保険者離職票には、昭和 46 年６月から同年 11 月ま

での賃金額が記載されており、当該賃金額において、報酬月額５万 3,045

円（当該６か月間の平均額）が支給されていたことが認められる。 

しかしながら、申立人と同じく昭和 41 年に入社し同じ職種であった同

僚の、申立期間における健康保険厚生年金保険被保険者名簿の標準報酬月

額は、同年 12 月から 46 年９月までは申立人と同等級、同年 10 月から同

年 12 月までは申立人と１等級差であることが確認できる。 

また、複数の同僚は、当時の標準報酬月額や保険料控除額について疑問

を感じたことは無いと回答しているほか、健康保険厚生年金保険被保険者

名簿を見ても、標準報酬月額が遡及して訂正された形跡は認められない。 

さらに、事業主は、当時の書類も無く、社会保険に関する届出、保険料

控除及び納付については不明としている上、Ｄ組合（当時は、Ｅ組合）に

おいても、当時の書類等は無く、確認できない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4990 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年２月１日から同年５月 20 日まで 

昭和 34 年２月から同年７月までＡ院にＢ職として勤務していたのに、

厚生年金保険の加入記録を確認したところ、同院における被保険者の資

格取得日が 34 年５月 20 日になっているので、実際に勤務していた申立

期間を被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人及びＡ院の当時の同僚の供述から、期間の特定はできないものの、

申立人が申立期間に同院にＢ職として勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ院に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間前後に

同事業所に勤務していることが確認できる元同僚８人に照会したところ、

５人から回答があり、うち３人が入社日を記憶しており、この３人は、い

ずれも入社日から２か月から３か月後に同事業所において厚生年金保険の

被保険者資格を取得していることが確認できる上、そのうちの一人は、

「当時、Ａ院には３か月の試用期間があり、試用期間中は厚生年金保険に

加入していなかった。」と供述していることから、申立期間当時、同事業

所では一定期間の試用期間を設け、入社と同時に厚生年金保険に加入させ

る取扱いではなかったことがうかがわれる。 

また、Ａ院を引き継いだＣ院の事業主は、「当時の従業員に関する資料

は保管しておらず、申立人の申立期間における勤務の状況及び厚生年金保

険料の控除については不明である。」と回答していることから、申立人の

申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か



ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



埼玉厚生年金 事案 4991 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年７月 11 日から 37 年８月１日まで 

社会保険庁（当時）から送られてきたねんきん特別便を確認したとこ

ろ、Ａ社（現在は、株式会社Ｂ）Ｃ支店からＤ支店へ転勤になった際の

標準報酬月額が下がっている。給料が下がるはずはないので、申立期間

の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ｂは、申立期間に申立人の給与から控除した厚生年金保険料額

に相当する標準報酬月額は「不明。」としている上、申立人に係る人事記

録等の保管は、「Ｅ台帳」及び「人事記録表」のみであるとし、当該記録

の写しを提出しているが、当該記録には、申立内容を確認できる記載は見

当たらない。 

また、Ｆ基金は、「申立人が加入していた厚生年金基金は「Ｇ基金（設

立当初の名称）」であり、同基金の設立は昭和 42 年１月＊日付けであり、

申立期間は設立前にあるため基金の加入記録は無い。」としている。 

さらに、申立期間当時のＡ社Ｄ支店長は死亡しており、昭和 33 年８月

から 39 年１月までの期間に同支店において、厚生年金保険の被保険者資

格を取得した男性の同僚のうち、所在が確認できる 13 人に対して照会を

行い、回答があった同僚 11 人は、全員申立期間当時の給与明細の保管は

無く、申立期間当時の社会保険事務担当者は所在が不明であるため、申立

人の申立内容について確認をすることができない。 

加えて、Ａ社Ｄ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人が同社において資格を取得した際の標準報酬月額は、２万 2,000 円



と記録されていることが確認できるところ、当該名簿には標準報酬月額を

訂正した痕
こん

跡は見られない。 

また、申立人は、Ａ社Ｃ支店から同社Ｄ支店へ転勤になった際の標準報

酬月額が下がっているのは疑問であるとしているが、同社Ｃ支店に係る、

職歴審査照会回答票〔個人情報〕によると、４人が異動先の支店において

取得時標準報酬月額の低下が確認でき、当該４人のうち、所在が確認でき

る二人に自身の標準報酬月額について照会したところ、回答があった一人

は、「駆け出し時代のため、当時のことは覚えていない。自身の標準報酬

月額が低下しているかは分からない。」としている。 

   このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 

 



埼玉厚生年金 事案 4992 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30 年７月１日から 35年９月 15日まで 

株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格喪失日の記録が昭和

30 年７月１日になっているが、実際に勤務した期間と相違するため 35

年９月 15 日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ａにおいて、申立期間についても継続してＢ業務に

従事していた旨を供述しているものの、同社の元事業主は、「当時の人事

記録及び給与関係書類は、全て廃棄しており、申立人の申立期間に係る勤

務実態、給与からの厚生年金保険料の控除は不明である。」と供述してい

る。 

また、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人

と厚生年金保険被保険者の資格喪失日（昭和 30 年７月１日）が同一であ

る同僚は５人存在しているものの、いずれも死亡及び所在不明等のため、

申立人の申立期間に係る勤務実態については確認することができない上、

申立期間前後に記録が確認できるほかの同僚からも明確な回答が得られな

い。 

さらに、株式会社Ａの元事業主は、申立人と資格喪失日が同一である前

述の同僚５人の中に、当該資格喪失日以降も同社に勤務していた者がいた

と記憶していることから、申立人の申立期間において、厚生年金保険に加

入させていない社員がいたことがうかがえる。 

加えて、株式会社Ａに係る厚生年金保険被保険者台帳によると、申立人

の同社における厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日は、オンラ

インの記録と一致している上、このほか、申立人の申立期間における厚生



年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4993 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： 昭和 20 年９月頃から 21 年 10 月頃まで 

終戦直後の昭和 20 年９月頃にＡ市内のＢ組合に運転助手として入社

した。Ｃを配達していた。また、市内５か所に小売店もあり、そこには

Ｄを運んでいた。翌年の７月には自動車運転免許証を取得し運転手とし

て 21 年 10 月頃まで同社に勤務していた。社会保険事務所(当時）では

申立期間の記録が無いとのことだが、間違いなく勤務していたので、厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶しているＢ組合の業務内容及び所在地並びに氏名を記憶し

ている同僚３人のうち、二人の氏名が健康保険厚生年金保険被保険者名簿

に記録されている氏名と一致することから判断すると、期間は特定できな

いものの、申立人が同事業所に勤務していたことがうかがわれる。 

しかしながら、同事業所は、申立期間のうち、昭和 20 年９月 15 日から

21 年１月１日までの期間について、健康保険厚生年金保険被保険者名簿

及び事業所名簿において、厚生年金保険の適用事業所としての記録が無い

上、事業主は他界し、25 年９月 30 日に適用事業所ではなくなっているこ

とから、申立人の申立期間に係る保険料控除の事実を確認できる関連資料

及び周辺事情を得ることができない。 

また、申立人は、同期入社の同僚３人の氏名を記憶しているものの、そ

のうちの一人は、「申立人にＢ組合で一緒に働こうと誘われたことは記憶

しているが、家業を継ぐために断ったので同組合には勤務していない。」

と供述しており、残る二人には連絡が取れない上、申立期間に被保険者記

録が確認できる同僚のうち、連絡が取れた３人は、「申立人のことを知ら



ない。」と供述している。 

さらに、Ｂ組合の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、新規適

用時である昭和 21 年１月１日以降申立期間内に資格を取得した被保険者

の中に申立人の氏名は見当たらない上、健康保険番号に欠番は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与

からの控除について申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



埼玉厚生年金 事案 4994 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年５月から 45 年５月まで 

             ② 昭和 52 年５月から同年９月まで 

有限会社Ａは、Ｂ業種というよりはＣ業種で、Ｄ町にあり、主にＥ業

務を行っていた。同社には、昭和 43 年５月頃からＦ社Ｇ支社に勤務す

る直前の 45 年５月まで勤務していた。仕事の内容は、Ｈ業務であった。 

勤務形態は、月曜日から土曜日までの朝８時 30 分から午後５時まで

で、２、３人の学生がいて、学生以外に５、６人働いていた。Ｉ氏が同

僚としており、当時の店主のＪ社長は、60 歳半ばであった。 

また、昭和 52 年５月から同年９月頃まで、Ｋ施設にあったＬ株式会

社（現在は、株式会社Ｍ）に留学から一時帰国し、短期間だがＮ担当と

して勤務したが、勤務の証明や給与支払については記憶以外には何も無

いのが実情である。 

この両社での厚生年金保険の記録が無いので、調査の上、申立期間を

厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が有限会社Ａの住所地及び同社において

被保険者記録の確認できる同僚の氏名を覚えていたこと、及び同僚の一

人が、「申立人を覚えており、昭和 43 年５月から 45 年５月頃まで一緒

に勤務した。」と供述していることから、申立人が申立期間当時、同社

に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、後に取締役となった同僚は、「人の変動が多く、申立

人を全く覚えていないが、採用試験や紹介で入社の場合は、正社員とし

て社会保険に加入させたが、申立期間については、アルバイトで採用し



たものが多くいたと記憶している。」と供述しており、同じく後に取締

役になったほかの一人は、「パート、アルバイトは社会保険に加入させ

ない扱いであった。」と供述しているところ、申立人の勤務状況を供述

している同僚は、「事業所では、試用期間が６か月間程度あり、正社員

となって社会保険へ加入したが、正社員でも社会保険への加入は、希望

者のみを加入させていた。」と供述しており、ほかの同僚も同様の供述

をしていることを踏まえると、当時、事業主は、同社で勤務する正社員

全員を厚生年金保険に加入させる取扱いをしていなかったことがうかが

われる。 

また、申立期間の有限会社Ａに係る事業所別被保険者名簿（紙台帳）

には、申立人の氏名は見当たらず、申立人の勤務状況を供述している同

僚が、申立人と同じ職種の同僚として氏名を上げた者の被保険者記録も

見当たらない。 

さらに、有限会社Ａは、平成２年７月に解散し既に清算されており、

当時の事業主、取締役二人及び申立人が氏名を覚えていた上司も既に亡

くなっていて、申立期間の保険料控除等に係る照会ができなかった。 

なお、申立人の有限会社Ａにおける雇用保険被保険者記録は確認でき

なかった。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、株式会社Ｍからは、「給与明細、賃金台帳等は、

法的な保存義務期間を超過し保存してないため、申立人の勤務実態は確

認できない。正社員として採用された者は、入社日と退社日の紙台帳の

記録（入社履歴）が残されているが、昭和 52 年の入社履歴に申立人の

記録は載っておらず、52 年は、正社員の入社日は、同年４月１日と同

年７月４日だけで、ほかの月の入社は無く、申立人の入社日が、中途の

同年５月であることから、アルバイト扱いであった可能性が非常に高

い。」との回答があった。 

また、同社は、「厚生年金基金があり、厚生年金と併せて基金加入と

なっていたので、申立人の基金加入履歴を照会したが、該当無しとの回

答があり、健康保険についても、Ｏ組合であるため、申立人の加入履歴

を照会したが、該当なしとの回答があったことから、申立人に係る被保

険者資格取得及び資格喪失の届出を行っていない。パート及びアルバイ

トの社会保険加入（届出の提出）については、平成８年５月に社会保険

事務所（当時）の指導を受けて対応を開始し、その前は、社会保険には

加入させていなかった。」と回答している。 

さらに、申立人の出入国記録において、申立人は、昭和 52 年４月 21



日に帰国し、同年９月 13 日に日本を出国していることが確認できる上、

申立期間の同社に係る健康保険事業所別被保険者名簿（紙台帳）におい

て、被保険者資格取得日が 52 年４月１日から同年 11 月 14 日までの期

間に申立人の氏名は見当たらず、同年５月及び同年６月に被保険者資格

を取得した者が一人もいないことが確認できるとともに、同社における

申立人の雇用保険被保険者記録も確認できない。 

加えて、同社において、昭和 52 年４月１日から同年７月４日までに

被保険者資格を取得した同僚８人に照会し４人から回答があったが、全

員が申立人を覚えていないとしており、申立期間の保険料控除等に係る

供述を得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4995 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年 12 月１日から 41 年６月１日まで 

    申立期間において、株式会社Ａで事務員として働いていた時の厚生年

金保険の被保険者記録が漏れているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 株式会社Ａの元事業主及び同僚の供述から、期間の特定はできないもの

の、申立人が申立期間頃に同社で勤務していたことが推認できる。 

 しかしながら、株式会社Ａに保管されていた「健康保険厚生年金保険被

保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」には、記載されている被

保険者二人のうち、申立人の欄には１行に渡り抹消線が引かれ、「退職」

と朱書きされている上、健康保険被保険者証の番号欄は、申立人のみ空欄

となっていることが確認できる。 

また、同社の元事業主は、「申立人は、当社に在籍はしていたが、何ら

かの理由で社会保険の加入はされていなかったように思う。」と供述して

いる。 

さらに、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申

立期間及びその前後の期間に申立人の氏名は見当たらない上、健康保険証

番号に欠番は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4998 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30 年４月から 37 年３月まで 

   Ａ区のＢ社又はＣ株式会社のいずれかに昭和 30 年４月から 37 年３月

まで勤務し、Ｄ業務をしたが、厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ社又はＣ株式会社のいずれかに勤務していたと主張してい

るところ、Ｃ株式会社の厚生年金保険に加入していた複数の従業員が、申

立人は、Ｂ社でＥ業務をしていたと供述している。 

また、適用事業所名簿によると、Ｃ株式会社は昭和 27 年６月 21 日に厚

生年金保険の適用事業所となっているが、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業

所になっていることは確認できない。 

このことについて、Ｃ株式会社の事業主（Ｂ社元事業主の親族）は、

「申立人は、Ｃ株式会社に勤務していない。Ｂ社に勤務していた。Ｃ株式

会社とＢ社は同じ場所（Ｆ地）にあったが、別経営の会社であり、Ｂ社は

個人事業のため、厚生年金保険に加入していない。Ｂ社の事業主も厚生年

金保険に加入しないで、国民年金に加入していた。」旨の回答をしている。 

なお、Ｃ株式会社の申立期間当時の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

は、連番で欠番は無く、申立人の記録は無い。 

さらに、申立人が一緒に勤務していたとする同僚は、Ｂ社に勤務し、厚

生年金保険には加入していないと供述しているところ、Ｃ株式会社におけ

る当該同僚の加入記録も無い。 

加えて、申立人が事業主により給与から申立期間の厚生年金保険料を控

除されていたことを確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料も無い。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 4999 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年 10 月 26 日から 54 年９月１日まで 

Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、昭和 51 年 10 月 26 日から 54

年９月１日まで厚生年金保険の加入記録に空白の期間がある。同社には、

途中で退職したり再就職したことは無いので、申立期間について被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間について、Ａ株式会社に勤務していたことは、雇用保

険の記録により認められるが、同僚の供述から、パートやアルバイトなど

厚生年金保険に加入しない雇用形態も存在していたことがうかがえるほか、

事業主は、申立期間当時の資料は保存しておらず、申立てについては不明

と回答している上、申立人を記憶している複数の同僚も、申立期間当時の

保険料控除については不明と供述している。 

また、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人が昭

和 27 年７月５日に資格を取得し、51 年 10 月 26 日に資格を喪失し、同年

10 月 28 日に健康保険証の返納処理がされ、54 年９月１日に再取得してい

ることが確認できる上、当該記録に訂正等の形跡はうかがわれない。 

 さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 5000 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年 10 月１日から 16 年７月 28 日まで 

有限会社Ａに勤務した期間のうち、平成15年10月１日から16年７月28

日までの期間の標準報酬月額が実際に受けていた給与と相違している。

給与額が申立期間前とほぼ同じ額であるにもかかわらず、標準報酬月額

が途中から半分になっていることに納得できないので、標準報酬月額に

係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の預金通帳において、オンライン記録で確認できる標準報酬

月額より高額の給与が振り込まれていることが確認できる。 

しかしながら、オンライン記録の有限会社Ａに係る被保険者記録照会回

答票から、申立期間当時、大部分の同僚の標準報酬月額は、申立人とほぼ

同額の標準報酬月額に減額処理されていることが確認できる。 

また、当該事業所の経理担当者は「当時の資料は保管されていないが、

申立期間の平成15年からは、給与体系を変更して給与分と請負分とに分割

して支払った。社会保険事務所（当時）に届け出た報酬月額は給与分のみ

であり、届出額により決定された標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

控除している。低い月額を届け出たにもかかわらず高い月額に基づく保険

料を差し引くようなことはしていない。従業員には給与体系の変更を説明

してある。」と供述している。 

さらに、同僚照会で回答のあった４人のうち３人は、それぞれ「途中か

ら保険料が３分の１くらいに少なくなった。また、Ｂを買って自分のこと

を自分で行うようになった。」、「入社時には普通に給与を受けていたが、



途中の平成15年頃から個人事業主に変更となった。そのため、退職までの

数年間は青色申告をした。」、「勤務していた途中で給与体系が変わり給

与が月２回の支払になった。」と供述している。 

加えて、雇用保険受給資格者証の離職時賃金日額から算出した賃金月額

は、厚生年金保険被保険者記録の標準報酬月額と同額であることが確認で

きる。 

なお、申立人提出の預金通帳の記載から平成16年４月に振り込まれた支

払額が前月の振込額より少なくなっていることが確認できるが、減額とな

っている原因は、同年３月に介護保険料率が改定されたことに伴って生じ

た健康保険料の差額（増額分）であることが考えられ、その差額は、オン

ライン記録上の標準報酬月額に基づく健康保険料の差額と一致している。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



埼玉厚生年金 事案 5004 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年１月 21 日から同年４月１日まで 

    私は、Ａ株式会社に昭和 51 年１月 21 日から平成 13 年 10 月９日まで

勤務していたが、申立期間における厚生年金保険被保険者記録が無い。

調査の上、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間について、期間の特定はできないもののＡ株式会社に

勤務していたことは、同僚の供述によりうかがえる。 

しかしながら、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿によると、Ａ株式

会社は、昭和 51 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、

申立期間当時は、適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ａ株式会社は既に解散している上、当該事業所に係る商業登記簿

謄本で確認できる元事業主及び元役員に照会したものの回答が無いため、

申立期間当時の申立人の勤務状況及び保険料の控除について確認すること

ができない。 

さらに、Ａ株式会社の新規適用時に厚生年金保険被保険者資格を取得し

た全６人のうち所在の確認できる同僚４人に照会して二人から回答を得た

が、そのうちの一人は、「自分は、Ａ株式会社が設立された昭和 51 年１

月頃から同社に勤務していた。会社設立当時は、会社が厚生年金保険に加

入しておらず、保険料も控除されていなかった。会社が厚生年金保険に加

入したのは自分の被保険者記録がある 51 年４月１日からだ。」と供述し

ている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



埼玉厚生年金 事案 5005 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25 年頃から 34 年頃まで 

  Ａ氏は亡くなっているが、実兄のＢ氏は、「Ａ氏は私と一緒に昭和

25 年頃から 34 年頃までＣ株式会社に勤務していた。」と言っていた。

その後、Ａ氏が同社の社章が描かれているトラックに乗っている写真が

見付かり、勤務していたことは間違いないと確信をした。一日も早く、

記録を直してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

  申立人は、申立人の実兄が、「昭和 25 年頃から 34 年頃までＡ氏（申立

人）と一緒にＣ株式会社に勤めた。」と言っていたと申し立てているが、

オンライン記録によると、申立人の実兄にはＣ株式会社に係る厚生年金保

険被保険者記録は無い上、その息子は、「父は、Ｃ株式会社に勤務したこ

とは無いと言っていた。」と供述している。 

また、Ｃ株式会社は、「申立人に関する資料は無いため、勤務していた

かどうかは不明である。」としている。 

さらに、Ｃ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において

申立期間に資格記録のある同僚のうち、所在の確認できる 12 人に照会し、

８人から回答を得たが、うち一人が「申立人に記憶があるような気がする

が、社員ではなかったと思う。」と回答している以外は、申立人を記憶し

ている者はいなかった。 



このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたこ

とをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



埼玉厚生年金 事案 5006 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31 年９月１日から 33 年９月１日まで 

昭和 31 年９月１日から 34 年３月１日までＡ株式会社の運転手として

勤務していたが、その間の 31 年９月１日から 33 年９月１日までの厚生

年金保険被保険者記録が無い。調査して厚生年金保険被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ株式会社の運転手として勤務していたと

している。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ株式会社は、昭和 33 年９

月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事

業所ではないことが確認できる。 

また、申立期間当時の事業主は既に亡くなっており、勤務実態等につい

て供述を得ることはできない。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

に記載されている被保険者であって連絡できた当時の元同僚二人に勤務実

態及び厚生年金保険の適用について照会したところ、これらの事実を確認

できる関連資料及び供述を得ることができなかった。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等も無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案5008 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年８月10日頃から37年５月20日頃まで 

（Ａ事務所：Ｂ店） 

② 昭和37年６月21日頃から38年９月23日頃まで 

（Ｃ株式会社） 

③ 昭和39年８月24日頃から40年２月19日頃まで 

（Ｄ株式会社） 

④ 昭和40年５月29日頃から同年６月25日頃まで 

（Ｅ株式会社（現在は、株式会社Ｆ）） 

⑤ 昭和40年10月29日頃から42年４月26日頃まで 

（Ｇ株式会社（現在は、Ｈ株式会社）） 

⑥ 昭和42年10月28日頃から43年１月17日頃まで 

（Ｉ株式会社） 

⑦ 昭和47年６月21日頃から同年７月16日頃まで 

（Ｊ株式会社） 

⑧ 昭和47年８月10日頃から同年10月１日頃まで 

（Ｋ株式会社（現在は、Ｌ株式会社）） 

⑨ 昭和47年11月26日頃から48年４月１日頃まで 

（Ｍ施設（現在は、Ｎ市役所）） 

⑩ 昭和50年１月５日頃から同年３月14日頃まで 

（Ｏ株式会社） 

⑪ 昭和50年４月３日頃から51年９月18日頃まで 

（Ｐ株式会社（現在は、Ｑ株式会社）） 

⑫ 昭和52年１月25日頃から同年２月26日頃まで 

（Ｒ株式会社） 



私は、申立期間①から⑫までについては、それぞれの会社にＳ業務担

当として勤務していたので、その期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び②について、オンライン記録では該当する事業所（Ｂ

店及びＣ株式会社）及び申立人の記録は確認できず、申立人の申立期間

①及び②における勤務実態及び給与からの厚生年金保険料の控除につい

て確認できない。 

また、申立期間①について、Ｔ町（現在は、Ｎ市）に所在したＵ施設

でＶ業務を行っていたＡ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿において確認できる申立期間①当時に勤務していた元同僚21人に対し

て照会したところ、これに回答した８人全てが申立人を記憶していない

上、当該事務所が廃止された後に関係書類の移管を受けたＷ局において

も、申立人の勤務記録は確認できない。 

さらに、当該事務所に係る当該名簿において、申立期間に申立人の氏

名は確認できない。 

加えて、オンライン記録において、申立期間②の一部である昭和37年

６月21日頃から38年６月15日までは、株式会社Ｘの被保険者であること

が確認できる。 

 

２ 申立期間③、⑦及び⑧について、各申立期間当時に該当事業所に勤務

していた元同僚合計15人に対して照会したところ、これに回答した９人

全てが申立人を記憶していない上、各事業主は、「当時の資料が無いた

め、申立人の雇用及び保険料の控除について不明。」と回答しているこ

とから、申立人の各申立期間における勤務実態及び給与からの厚生年金

保険料の控除について確認できない。 

  また、申立期間③、⑦及び⑧の各事業所に係る申立人の雇用保険及び

健康保険組合の加入記録は確認できない上、事業所別被保険者名簿及び

被保険者原票においても、各申立期間に申立人の氏名は見当たらず、健

康保険整理番号には欠番が無い。 

 

３ 申立期間④について、株式会社Ｆの事業主は、「当時の資料が無いた

め、申立人を雇用していたかどうか不明。」と回答しているが、申立期

間④当時に当該事業所に勤務していた元同僚７人に対して照会したとこ

ろ、これに回答した４人の元同僚のうち一人は、「勤務期間は不明だが、

申立人はＳ業務のパート社員として勤務し、１日４時間労働だった。」

と回答していることから、勤務期間は特定できないものの申立人が当該



事業所に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、上記元同僚は、「申立人の労働時間は短時間であっ

た。」と供述していることを踏まえると、申立人は厚生年金保険の適用

対象者ではなかったものと考えられる。 

また、事業主及び上記照会に回答した４人全ての元同僚は、申立人の

申立期間④における厚生年金保険料の控除について「不明。」と供述し

ていることから、申立人の申立期間④における厚生年金保険料の控除は

確認できない。 

さらに、当該事業所に係る申立人の雇用保険の加入記録は確認できな

い上、被保険者原票においても、申立期間④に申立人の氏名は見当たら

ず、健康保険整理番号には欠番が無い。 

 

４ 申立期間⑤について、申立期間⑤当時にＨ株式会社に勤務していた元

同僚20人に対して照会したところ、これに回答した14人全てが申立人を

記憶していない上、事業主は、「当時の人事関係資料が無いため、申立

人の雇用及び保険料の控除について不明。」と回答していることから、

申立人の申立期間⑤における勤務実態及び給与からの厚生年金保険料の

控除について確認できない。 

また、事業主は、「当時の社会保険関係資料を保管しているが、申立

人は確認できない。」と回答している上、複数の元同僚は、「当時のＳ

業務は、申立人と異なる性別の社員一人が担当していた。」と供述して

いる。 

さらに、当該事業所に係る申立人の雇用保険及び健康保険組合の加入

記録は確認できない上、事業所別被保険者名簿においても、申立期間⑤

に申立人の氏名は見当たらず、健康保険整理番号には欠番が無い。 

加えて、オンライン記録において、申立期間⑤の一部である昭和40年

10月29日頃から同年12月８日までは株式会社Ｙ、41年９月19日から同年

10月21日まではＺ株式会社の被保険者であることが確認できる。 

 

５ 申立期間⑥について、申立期間⑥当時にＩ株式会社に勤務していた元

同僚８人に対して照会したところ、これに回答した５人全てが申立人を

記憶していない上、事業主は、「当時の人事関係資料が無いため、申立

人の雇用及び保険料の控除について不明。」と回答していることから、

申立人の申立期間⑥における勤務実態及び給与からの厚生年金保険料の

控除について確認できない。 

また、事業主は、「当時の社会保険関係資料を保管しているが、申立

人は確認できない。当時のＳ業務は、申立人と異なる性別のパートの社

員一人が担当していた。当時は全社員が入社後３か月間は見習期間であ



り、社会保険は未加入だった。」と回答している上、元同僚の一人も

「採用後３か月は試用期間で社会保険は未加入だった。」と供述してい

る。 

さらに、当該事業所に係る申立人の雇用保険の加入記録は確認できな

い上、事業所別被保険者名簿においても、申立期間⑥に申立人の氏名は

見当たらず、健康保険整理番号には欠番が無い。 

 

６ 申立期間⑨について、ａ地に所在するＭ施設を運営していたＮ市役所

は、「申立人を正職員として雇用した記録は無い。昭和56年以前に臨時

職員を厚生年金保険に加入させた記録も無い。」と回答していることか

ら、申立人の申立期間⑨における勤務実態及び給与からの厚生年金保険

料の控除について確認できない。 

また、オンライン記録から、Ｎ市役所は、昭和49年４月１日に厚生年

金保険の適用事業所となっており、申立期間⑨当時は適用事業所ではな

いことが確認できる。 

 

７ 申立期間⑩について、Ｏ株式会社の事業主は、「申立人の記録が存在

しないため、申立人の雇用及び保険料の控除について不明。」と回答し

ていることから、申立人の申立期間⑩における勤務実態及び給与からの

厚生年金保険料の控除について確認できない。 

また、当該事業所に係る申立人の雇用保険及び健康保険組合の加入記

録は確認できない上、事業所別被保険者名簿においても、申立期間⑩に

申立人の氏名は確認できない。 

 

８ 申立期間⑪について、申立期間⑪当時にＱ株式会社に勤務していた元

同僚17人に対して照会したところ、これに回答した16人全てが申立人を

記憶していない上、事業主は、「雇用していた記録が存在しないため、

申立人を雇用しておらず、保険料も控除していない。」と回答している

ことから、申立人の申立期間⑪における勤務実態及び給与からの厚生年

金保険料の控除について確認できない。 

また、申立期間⑪当時にＳ業務を管理していた総務課職員を含む複数

の元同僚は、「当時のＳ業務は業務委託していた、委託先の株式会社ｂ

から派遣された女性３人が担当していた。」と供述している。 

さらに、オンライン記録において、厚生年金保険の適用事業所として

ｃ市に所在する株式会社ｂが確認できるが、同社の厚生年金保険新規適

用日は昭和53年６月21日であり、申立期間⑪は同社が厚生年金保険の適

用事業所となる前の期間であることが確認できる。 

加えて、Ｑ株式会社に係る申立人の雇用保険及び健康保険組合の加入



記録は確認できない上、事業所別被保険者名簿においても、申立期間⑪

に申立人の氏名は見当たらず、健康保険整理番号には欠番が無い。 

 

９ 申立期間⑫について、申立期間⑫当時にＲ株式会社に勤務していた元

同僚15人に対して照会したところ、これに回答した12人全てが申立人を

記憶していない上、事業主は、「当時の資料が無いため、申立人の雇用

及び保険料の控除について不明。」と回答していることから、申立人の

申立期間⑫における勤務実態及び給与からの厚生年金保険料の控除につ

いて確認できない。 

また、当該事業所に係る申立人の厚生年金基金、雇用保険及び健康保

険組合の加入記録は確認できない上、事業所別被保険者名簿においても、

申立期間⑫に申立人の氏名は見当たらず、健康保険整理番号には欠番が

無い。 

 

10 このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情も見当たらない。 

 

11 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 5010 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年３月 20 日から 44 年４月１日まで 

    学校の友人の紹介で、昭和 41 年３月 20 日からＡ町所在の有限会社Ｂ

に就職した。勤務先はＣ地に所在した有限会社Ｂの支店であり、44 年

３月 31 日まで継続して勤務したが、申立期間の厚生年金保険の被保険

者記録が無いので、調査の上、被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録並びに申立人が記憶している事業所所在地、事

業主名及び勤務実態に関する申立内容から、申立人が申立期間において、

有限会社Ｂに勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、社会保険事務所（当時）の適用事業所名簿によると、有

限会社Ｂは、昭和 62 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所となってお

り、申立期間当時は適用事業所ではないことが確認できる。 

   また、有限会社Ｂの当時の事業主は、「有限会社Ｂは、昭和 62 年５月

１日から厚生年金保険の適用事業所となったので、それ以前は、社員の給

与から厚生年金保険料を控除していなかった。自分も含め家族は、国民年

金発足時の 36 年４月１日から国民年金に加入し、申立人の申立期間も含

め、厚生年金保険の適用事業所となるまでの間、国民年金保険料を納付し

ている。従業員の年金については、個々に対応していた。」と供述してい

る。 

   さらに、複数の元同僚は、「有限会社Ｂは、昭和 62 年５月１日から厚

生年金保険の適用事業所となったので、それ以前は給与から厚生年金保険

料を控除されていなかった。」と供述している。 

   加えて、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保



険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い上、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


